
　　　電話番号　　０８６－２５２－０６４２

　　　（夜間）　　　　　　　同上

　　担当部局（課）名　　総務企画課

　作成担当者

　　　職名・氏名　　太田
オオタ

　尚宏
ナオヒロ

　　　ｅ－mail　　info-j＠po.osu.ac.jp

　　　Ｆ Ａ Ｘ　　０８６－２５５－６９４７

　　　　　　　　　　　　　　　注１

                    （経営学部　経営学科）

学校法人　吉備学園　　　
平成２２年５月１日現在　　

[平成２１年度設置］

【届出】設置に係る設置計画履行状況報告書

岡山商科大学　商学部　経営学科

　　　計画の区分：学部の学科の設置

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注２

　　　　　表題は「計画の区分」に従い，記入してください。

　　　　　例）

　　　　　・大学院の研究科の設置の場合：「○○大学大学院　○○研究科」

　　　　　・学部の設置の場合：「○○大学　○○学部」

　　　　　・学部の学科の設置の場合：「○○大学　○○学部　○○学科」

　　　　　・短期大学の学科の設置の場合：「○○短期大学　○○学科」

　　　　「留意事項実施状況報告書」の場合は，表題を修正してください。

　　　　　・通信教育課程の開設の場合：「○○大学　○○学部　○○学科（通信教育課程）」

　　　　　届出時から対象学部等の名称変更があった場合には，表題には届出時の旧名称を記載いただき，その下欄に

　　　　　（　　）書きにて，現在の名称を記載してください。

　　　２　大学院の場合は、表題を「○○大学大学院　・・・」と記入してください。

　　　　　例）　○○大学　△△学部

　　　　　　　　　　　　（□□学部）

（注）１　「計画の区分」は届出時の基本計画書の「計画の区分」と同様に記載してください。

届出

【最終提出】
　20100512

００３

※自己点検評価委員会規程を添付し差替え提出（20100514）
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届　　出　　時 変　更　状　況 備　　　考

イジリ　アキオ

井尻　昭夫

（平成12年1月）

イジリ　アキオ

井尻　昭夫

（平成7年4月）

オカモト　キヨシ ツツミ　カズヒロ

岡本　輝代志 堤　一浩

（平成17年4月） （平成21年4月）

カワモト　カズノリ

未　定 川本　和則

（平成21年4月）

（３） 大学の位置

　　　　　岡山市北区津島京町２丁目１０－１

　　　・対象学部等が複数のキャンパスに所在する場合には，複数のキャンパスの所在地をそれぞれ記載して

　　　　学　校　法　人　　　吉　備　学　園

（２） 大　学　名

　　　〒７００－８６０１

　　　　岡　　山　　商　　科　　大　　学

　　　・大学院の場合には，「職名」を「研究科長」等と修正して記入してください。

１　調査対象大学等の概要等

（１） 設　置　者

　　　　とともに，上記と同様に「備考」に変更理由等を記入してください。

（注）・対象学部等の位置が大学本部の位置と異なる場合，本部の位置を（　）書きで記入してください。

（注）・「変更状況」は，変更があった場合に記入し，併せて「備考」に変更の理由と変更年月日，報告年度を

　　　（　）書きで記入してください。

　　　　　　平成２２年度に報告する内容　→（22）

学　　長

職　　名

（４） 管理運営組織

　　　ください。

　　　・昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更があれば，「変更状況」に赤字にて見え消し修正する

平成21年4月1日 学科設置に
よる新任者の選出（21）

理 事 長

学 部 長

学科長等

平成21年3月31日前任者の任
期満了に伴い，平成21年4月1
日から 就任（21）

　　　（例）平成１９年度に報告済の内容　→（19）
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修業年限 入学定員 編入学定員 収容定員

年 人 年次 人
　商学部 人
　　　経営学科 4 200 3年次 830

15
　学士（経営学）

対象年度

区　分

人 人 人 人
(  　) (　 　) ( － ) ( － )

　 　 200 200
(　 　) (　 　) (　－ 　) (　1 　)

203 268
(　 　) (　 　) (　－　) (　1 　)

198 266
(　 　) (　 　) (　－　) (　1 　)

178 237
(　 　) (　 　) (　－　) (　1 　)

105 162
入学定員超過率 (　 　) (　 　) (　－　) (　- 　)

Ｂ／Ａ 0.52 0.81

対象年度

学　年

[  - ] [  - ] [ 8 ] [ 22 ]

- - 105 162
[  - ] [  - ] [  - ] [ 8 ]

- - - 102
[  - ] [  - ] [  - ] [  - ]

- - - -
[  - ] [  - ] [  - ] [  - ]

- - - -
[  - ] [  - ] [　8 ] [ 30 ]

- - 105 264

　　　　ください。

　　　・短期交換留学生など，定員内に含めていない学生については記入しないでください。
　　　・各年度の５月１日現在の状況を記入してください。

平均入学定員
超 過 率

平成22年度の編入
学は2年次編入であ
る。これは欠員が
あった場合，定員枠
で対応するもので，
編入学定員は設け
ていない。

Ｂ　 入学者数

0.66倍

志願者数

合格者数

Ａ　 入学定員

受験者数

調査対象学部等の
名称（学位）

（５）　調査対象学部等の名称，定員，入学者の状況等

（注）・　当該調査対象の学部の学科または研究科の専攻等，定員を定めている組織ごとに記入してください。
　　　・　様式は，平成１９年度開設の４年制の学科の場合（平成２２年度までの４年間）ですが，開設年度・

　　　　には，欄を設けてください。）
　　　　修業年限に合わせて作成してください。（修業年限が３年以下の場合には欄を削除し，５年以上の場合

　（５）－①　調査対象学部等の名称，定員

　（５）－③　調査対象学部等の在学者の状況

　　　・「平成２２年度」には，平成２２年５月１日現在の状況を記入してください。
　　　・「平成１９～２１年度」には，確定した数値を記入してください。

設 置 時 の 計 画
備　　　　　考

平成21年4月より商学部⇒経営
学に名称変更

　　　　「－」を記入してください。

（注）・（　 ）内には，編入学の状況について外数で記入してください。なお，編入学を複数年次で行って
　　　　いる場合には，((  ))書きとするなどし，その旨を「備考」に付記してください。 該当がない年には

備　　考

３年次

備　　　　　考平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度 平成２２年度

（注）・定員を変更した場合は，「備考」に変更前の人数，変更年月及び報告年度を（　）書きで記入してください。
　　　　　　　

　　　　入学定員超過率も同様の方法としてください。

平成１９年度 平成２２年度

　　　・「平均入学定員超過率」には，開設年度から提出年度までの入学定員超過率の平均を記入してくだ
　　　　さい。入学定員超過率については，小数点以下第３位を切り捨て，小数点以下第２位まで記入し，平均

平成２０年度 平成２１年度

　（５）－②　調査対象学部等の入学者の状況

　　　　において教育を受ける外国人学生」を記載してください。

４年次

　　　・留学生については，「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格

（注）・[ 　 ]内には，留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入して

平成22年度は2年次編入学者1
名を含む。

計

　　　　（いわゆる「留学ビザ」）により，我が国の大学（大学院を含む。），短期大学，高等専門学校，
　　　　専修学校（専門課程）及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設

１年次

２年次
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[　　　] [　　　]

うち平成１９年度入学者 人 うち平成１９年度 人

[　　　] [　　　]

うち平成１９年度入学者 人 うち平成１９年度 人

うち平成２０年度入学者 人 うち平成２０年度 人

[　1　]
4

[　8　]
105

うち平成１９年度入学者 人 うち平成１９年度 人

うち平成２０年度入学者 人 うち平成２０年度 人

うち平成２１年度入学者 4人 うち平成２１年度 105人

[　0　]
0

[　30 ]
267

うち平成１９年度入学者 人 平成１９年度 人

うち平成２０年度入学者 人 平成２０年度 人

うち平成２１年度入学者 0人 平成２１年度 105人

うち平成２２年度入学者 0人 平成２２年度 162人

　　　・　「平成２２年度」については５月１日現在の状況を記入してください。

（注）・　[　　]内には，留学生の状況について内数で記入してください。

　　　　入学者（累積）で除した割合（％）を記入してください。その際，小数点以下第２位を四捨五入し，小数点以下第

　　　・　「主な退学理由」は，下の項目を参考に，その人数も含めて記入してください。

　　　　　　・就職　　　・学生個人の心身に関する事情　　　　・家庭の事情　　　・除籍　　　　・その他

　　　　　　・就学意欲の低下　　　・学力不足　　　・他の教育機関への入学・転学　　　　　　　・海外留学

　　　　１位までを記入してください。

　　　・　「入学者数に対する退学者数の割合」は，各対象年度における退学者数を開設年度から当該年度までの

　 ・留学生については，「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格
　　（いわゆる「留学ビザ」）により，我が国の大学（大学院を含む。），短期大学，高等専門学校，
　　専修学校（専門課程）及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において

平成２０年度

計

平成２２年度

（累積）計

平成２１年度

（主な退学理由）

計 （累積）計

[　　0 ％]
　　　 0 ％

[　12.5 ％]
　　　 3.8 ％

（主な退学理由）

計 （累積）計

（累積）計

[　　　％]
　　　 ％

（主な退学理由）

（主な退学理由）

    他の教育機関2人，海外留学1人，家庭の事情1人

　　教育を受ける外国人学生」を記載してください。

　 　 ・　「平成１９～２１年度」には，確定した数値を記入してください。

　（５）－④　調査対象学部等の退学者等の状況

平成１９年度

退学者数（ａ） 入学者数（ｂ）
入学者に対する
退学者数の割合

（a/ｂ）

[　　　％]
　　　 ％

　　　　　　区　分

 対象年度

計
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必修 選択 自由 教授 准教授 講師 助教

社会学概論Ⅰ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

社会学概論Ⅱ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

経済学Ⅰ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 4

経済学Ⅱ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 4

法学（日本国憲法２単位を含む） 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 通 4 兼 1

半期履修の実施のため，通年
科目を2分割し，それにともな
う科目名称（法学Ⅰ・Ⅱ）に変
更のため科目を廃止（21）

法学Ⅰ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

法学Ⅱ（日本国憲法を含む） 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

西洋史Ⅰ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

西洋史Ⅱ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

政治学入門Ⅰ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1 隔年開講

政治学入門Ⅱ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1 隔年開講

地理Ⅰ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

地理Ⅱ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

日本史Ⅰ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

日本史Ⅱ　 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

考古学Ⅰ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

考古学Ⅱ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

人権教育 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

法律学概説 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

岡山講座 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 1

外国文学Ⅰ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 1

外国文学Ⅱ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

文学を考える 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

文学と時代 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

人間学としての文学 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

現実世界と文学 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

文学の概要 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

文学の読解 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

日本語学 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1 隔年開講

日本語表現 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1 隔年開講

倫理学Ⅰ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1 隔年開講

倫理学Ⅱ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1 隔年開講

芸術Ⅰ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

芸術Ⅱ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

文化史Ⅰ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

文化史Ⅱ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

科学と哲学 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

こころの哲学 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

民俗学Ⅰ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

民俗学Ⅱ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

現代数学への招待Ａ（無限と連続） 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 1

現代数学への招待Ｂ（数の構造） 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 1

使える数学Ａ（線形代数） 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 1

使える数学Ｂ（微分と積分） 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 1

思考の論理的形式Ⅰ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

思考の論理的形式Ⅱ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

コンピュ－タ処理Ⅰ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 1 兼
3
4

コンピュ－タ処理Ⅱ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 1 兼
3
4

環境保全論 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

次田圭介（兼任）が病気療養
のため辞退。吉原睦（兼任）へ
担当者変更（21）

（１） 授業科目表

科目
区分

配当年次授業科目の名称 備　　考
専任教員等の配置単位数

２　授業科目の概要

＜経営学部　経営学科＞

履修者増加に対応するため
の教員増，担当者〔竹山象三
（准教授）〕追加（21）

教
養
科
目

Ⅰ
群
　
歴
史
と
社
会

Ⅱ
群
　
文
化
と
コ
ミ

ュ
ニ
ケ
ー

シ

ョ
ン

Ⅲ
群
　
自
然
と
人
間

名称変更後の新科目（21）
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物質・エネルギ－の化学 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1
竹山象三（准教授）担当科目
数調整による不開講（22）

人間生物学Ⅰ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1
島津渡（兼任）が病気療養の
ための辞退により未開講（21）
病気治癒により開講（22）

人間生物学Ⅱ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

島津渡（兼任）が病気療養の
ための辞退により後任未定
（21）
病気治癒により開講（22）

こころの科学 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

適応の心理学 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

古典的世界観（時間と空間） 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 1 隔年開講

極限の世界（ミクロの自然像） 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 1 隔年開講

技術と人間 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 1

入門英語Ⅰ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 1 1 兼 1
松浦芙佐子（准教授）から中
原敬介（准教授）へ担当者変
更（22）

入門英語Ⅱ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 1 1 兼 1
松浦芙佐子（准教授）から中
原敬介（准教授）へ担当者変
更（22）

初級英語Ⅰ 2 ・ 3 ・ 4 前 1 1 兼
3
4

中原敬介（准教授）担当科目
数調整，西山徹（教授）の退
職により角南京子（兼任），水
川弘之（兼任）へ担当者変更
（22）

初級英語Ⅱ 2 ・ 3 ・ 4 後 1 1 兼
3
4

中原敬介（准教授）担当科目
数調整，西山徹（教授）の退
職により角南京子（兼任），水
川弘之（兼任）へ担当者変更
（22）

中級英語Ⅰ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 1 1 兼
4
3

西山徹（教授），井上省紀（教
授）の退職により水川弘之（兼
任）へ担当者変更。担当教員
数の減少は，受講者に対して
問題はない。（22）

中級英語Ⅱ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 1 1 1 兼 1
昇格による変更（21）ﾋﾟｰﾀｰ・
ﾊﾞｰﾃﾞﾝ（教授）

中級英語Ⅲ 2 ・ 3 ・ 4 前 1 1 兼
4
6

西山徹（教授）退職により角南
京子（兼任），仁宮民江（兼
任），水川弘之（兼任）へ担当
者変更および追加。（22）

中級英語Ⅳ 2 ・ 3 ・ 4 後 1 1 兼
4
6

西山徹（教授）退職により角南
京子（兼任），仁宮民江（兼
任），水川弘之（兼任）へ担当
者変更および追加。（22）

中級英語（ＴＯＥＩＣ）Ⅰ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 1 1 兼 1
西山徹（教授）の退職により，
松浦芙佐子（准教授）へ担当
変更（22）

中級英語（ＴＯＥＩＣ）Ⅱ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 1 1 兼 1
西山徹（教授）の退職により，
松浦芙佐子（准教授）へ担当
変更（22）

上級英語（会話）Ⅰ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 1 1 1
昇格による変更（21）ﾋﾟｰﾀｰ・
ﾊﾞｰﾃﾞﾝ（教授）

上級英語（会話）Ⅱ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 1 1 1
昇格による変更（21）ﾋﾟｰﾀｰ・
ﾊﾞｰﾃﾞﾝ（教授）

上級英語（ＴＯＥＩＣ）Ⅰ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 1 兼 1

上級英語（ＴＯＥＩＣ）Ⅱ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 1 兼 1

総合英語 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 集 2 兼 1 集中

初級ドイツ語Ⅰ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 1 1 兼 1

初級ドイツ語Ⅱ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 1 1 兼 1

初級中国語Ⅰ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 1 兼 2

初級中国語Ⅱ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 1 兼 2

総合中国語 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 集 2 兼 1

集中
韓雲冬（准教授）の退職により
担当者変更。新規採用者 李
燕（准教授）が担当。（21）
李燕（准教授）退職により担当
者変更。新規採用者　黄健
（准教授）が担当。（22）

初級ハングルⅠ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 1 兼 1

初級ハングルⅡ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 1 兼 1

第
１
外
国
語

留学生別科を主として担当す
るため担当者削除， 岸本雅
之（教授）。（21）

第
２
外
国
語

外
国
語

韓雲冬（准教授）の退職により
担当者変更。新規採用者 汪
霊霊（准教授）,李燕（准教授）
が担当。（21）
汪霊霊（准教授），李燕（准教
授）退職により担当者変更。
新規採用者　黄健（准教授），
楊立国（准教授）が担当。
（22）

5



総合ハングル 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 集 2 兼 1 集中

中級中国語Ⅰ 2 ・ 3 ・ 4 前 1 兼 1

中級中国語Ⅱ 2 ・ 3 ・ 4 後 1 兼 1

上級中国語Ⅰ 2 ・ 3 ・ 4 前 1 兼 1

上級中国語Ⅱ 2 ・ 3 ・ 4 後 1 兼 1

健康教育実践 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前・後 1 2 兼 1

健康教育論 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前・後 2 2 兼 1

初級スポーツ実践 2 ・ 3 ・ 4 前・後 1 2 兼 1

中級スポーツ実践 2 ・ 3 ・ 4 前・後 1 2 兼 1

総合スポーツ実践 2 ・ 3 ・ 4 集 1 2 兼 1 集中・オムニバス

教養演習 1 ・ 2 通 4
4
5

3
2
2

昇格による変更（21）
教育充実のため担当者の追
加　　大東正虎（講師），于琳
（講師）。（22）

日本事情Ⅰ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 1 兼 1

日本事情Ⅱ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 1 兼 1

教養特講Ⅰ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 1 兼 1

教養特講Ⅱ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 1 兼 1

日本語Ⅰ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 1 兼
3
1

日本語Ⅱ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 1 兼
3
1

日本語Ⅲ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 1 兼
2
1

日本語Ⅳ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 1 兼
2
1

インターンシップ学習講座 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 2～8

実践学習講座 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 2～8

5 167 0
7
8

3
2
2 0 兼

34
35

経営学Ⅰ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 1 1
履修者多数により教員を追
加，担当者　川合一央（講師）
（22）

経営学Ⅱ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 1

経営史Ⅰ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 1

経営史Ⅱ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 1

経営管理論Ⅰ　 2 ・ 3 ・ 4 前 2 1 兼 1

経営管理論Ⅱ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 1 兼 1

人的資源管理論Ⅰ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 1

人的資源管理論Ⅱ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 1

生産マネジメント学Ａ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 1

生産マネジメント学Ｂ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 1

財務管理論Ⅰ 3 ・ 4 前 2 1

財務管理論Ⅱ 3 ・ 4 後 2 1

経営戦略論Ⅰ 3 ・ 4 前 2 1

経営戦略論Ⅱ 3 ・ 4 後 2 1

中小企業論Ⅰ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 1 兼 1

中小企業論Ⅱ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 1 兼 1

リスクマネジメント論　 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

国際企業論Ⅰ(総論） 2 ・ 3 ・ 4 前 2 1 兼 1

国際企業論Ⅱ(各論） 2 ・ 3 ・ 4 後 2 1 兼 1

サービス経営論 3 ・ 4 前 2 兼 1

サービス産業論 3 ・ 4 後 2 兼 1

経営数学Ⅰ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 1

経営数学Ⅱ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 1

経営統計学Ⅰ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

経営統計学Ⅱ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

専
門
科
目

健
康
教
育

特
設
授
業
科
目

退職による担当者削除，韓雲
冬（准教授）。（21）

汪霊霊（准教授）退職により担
当者変更。新規採用者　楊立
国（准教授）が担当。（22）

専任教員について井尻昭夫
（教授）から新規採用者の甲
元孝朋（教授）へ担当者変
更。（21）
新たに留学生別科科目担当
（10科目）のため，兼担者を削
除，黎暁 （准教授）。（21）

新たに留学生別科科目担当
（10科目）のため，兼担者を削
除，黎暁 （准教授）。（21）

（
留
学
生
に
適
用

）

経
営
学
類

―
小計（98科目）
小計（99科目）

特別単
位認定
科目

教養演習

坂下晃（教授）から新規採用
者 于琳（講師）へ担当者変更
（21）

教育充実のため，富永悦夫
（兼任）から専任の于琳（講
師）へ担当者変更（21）

新たに留学生別科科目担当
（10科目）のため，兼担者を削
除，黎暁 （准教授）。（21）
退職による担当者削除，韓雲
冬（准教授）。（21）

森本和義（准教授）退職。配
当年次に達していないため，
次年度までに後任を選定す
る。（22）

大崎紘一（教授）から新規採
用者 南部稔（教授）へ担当者
変更（21）

6



情報処理概論Ⅰ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 1 兼 2
履修者多数により教員を追
加，担当者　大東正虎（講師）
（22）

情報処理概論Ⅱ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 1 兼 2
履修者多数により教員を追
加，担当者　大東正虎（講師）
（22）

情報管理論 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

データベース論 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

ソフトウェア技術論 2 ・ 3 ・ 4 後 2 1

応用情報処理Ⅰ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼
2
1
受講者減少のため担当者削
除，竹山象三（准教授）（21）

情報技術論Ⅰ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 1

情報技術論Ⅱ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 1

情報システム論 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

情報ネットワーク論Ⅰ 3 ・ 4 前 2 兼 1

情報ネットワーク論Ⅱ 3 ・ 4 後 2 兼 1

情報社会と情報倫理 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 1

ソフトウェア技術演習 2 ・ 3 ・ 4 後 2 1

ハードウェアOS構築 2 ・ 3 ・ 4 集 2 兼 1 集中

計測制御演習 2 ・ 3 ・ 4 後 2 1

プログラミングBASIC 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

アプリケーション作成演習 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

プログラミングC＋＋ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 1

情報システム技術 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 1 兼 1
教職科目で，専任教員1名で
十分であるので，兼担担当者
を削除，西　敏明（教授）（21）

LAN構築演習 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

マルチメディア表現 2 ・ 3 ・ 4 前 2 1

マルチメディア技術 2 ・ 3 ・ 4 後 2 1

WebプログラミングHTML 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

WebプログラミングJAVA 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

情報と職業 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 1 兼 1
教職科目で，専任教員1名で
十分であるので，兼担担当者
を削除，西　敏明（教授）（21）

簿記論Ⅰ　　　　　　　　　　　　　　　　 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 1 1

簿記論Ⅱ　　　　　　　　　　　　　　　　 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 1 1

簿記論Ⅲ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 1 1

簿記論Ⅳ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 1 1

簿記論Ⅴ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 1 1

簿記論Ⅵ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 1 1

工業簿記Ⅰ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 1 1

工業簿記Ⅱ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 1 1

原価計算論Ⅰ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 1 兼 1

原価計算論Ⅱ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 1 兼 1

会計学Ⅰ　 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 2

会計学Ⅱ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 2

財務諸表論Ⅰ　 2 ・ 3 ・ 4 前 2 1

財務諸表論Ⅱ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 1

財務諸表論Ⅲ 3 ・ 4 前 2 1
堤一浩（教授）から川本和則
（教授）へ担当者の変更（22）

管理会計論Ⅰ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 1 兼 1

管理会計論Ⅱ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 1 兼 1

税務会計論Ⅰ 3 ・ 4 前 2 兼 1

税務会計論Ⅱ 3 ・ 4 後 2 兼 1

会計監査論Ⅰ 3 ・ 4 前 2 1

会計監査論Ⅱ 3 ・ 4 後 2 1

国際会計論Ⅰ 3 ・ 4 前 2 1

国際会計論Ⅱ 3 ・ 4 後 2 1

コンピュータ会計論 2 ・ 3 ・ 4 前 2 1 隔年開講

経営分析論Ⅰ　　　　　 3 ・ 4 前 2 1

経営分析論Ⅱ 3 ・ 4 後 2 1

英文財務諸表 2 ・ 3 ・ 4 後 2 1
市村巧（教授）担当科目数調
整のため堤　一浩（教授）へ担
当者変更。（22）

森本和義（准教授）退職によ
り，井上信一（兼任）へ担当者
変更。（22）

会
計
学
類

経
営
情
報
学
類

昇格による変更（21）　川本和
則（教授）

森本和義（准教授）退職によ
り，市村巧（教授）へ担当者変
更。（22）

履修者多数により教員を追
加，担当者 市村巧（教授）
（21）

森本和義（准教授）退職によ
り，井上信一（兼任）へ担当者
変更。（22）
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商学特殊講義Ⅰ 3 ・ 4 前 2 兼 1

商学特殊講義Ⅱ 3 ・ 4 後 2 兼 1

観光振興論特殊講義 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 3
幅広い学習機会を提供するた
めの科目追加
オムニバス（22）

会計学特殊講義 3 ・ 4 前 2
3
4

3
2
1

オムニバス
昇格による変更（21）川本和
則（教授）
森本和義（准教授）退職。配
当年次（平成２３年度以降）に
達しておらず，またオムニバス
形式であるため，次年度まで
に担当者を検討する（22）

経営学特殊講義Ⅰ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 1

経営学特殊講義Ⅱ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 1

外国書講読Ⅰ　　 3 ・ 4 前 2 1

外国書講読Ⅱ　 3 ・ 4 後 2 1

基礎演習　　　　　　　　　　　 2 ・ 3 ・ 4 通 4
7
8

3
2
1

1
3

昇格による変更（21）
森本和義（准教授）退職，大
東正虎（講師），于琳（講師）
担当追加。（22）

研究演習　　 3～ 4 通 8
7
8

3
2
1

1
2

昇格による変更（21）
森本和義（准教授）退職，于
琳（講師）担当追加。（22）

ビジネス概論Ⅰ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼
1
2
1

ビジネス概論Ⅱ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼
1
2
1

流通政策論Ⅰ　　　　　　　 3 ・ 4 前 2 兼 1

流通政策論Ⅱ　　　　　　　 3 ・ 4 後 2 兼 1

マーケティング論Ⅰ　　　　　　　　　　 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼
2
1

マーケティング論Ⅱ　　　　　　　　 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼
2
1

保険論 3 ・ 4 後 2 兼 1

ＲＭＩ・保険設計論 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1
大城裕二（教授）担当科目数
調整による未開講（22）

証券市場論Ⅰ　　　　 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

証券市場論Ⅱ　　　　　 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

商業経営論 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

流通経済論Ⅰ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

流通経済論Ⅱ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

ビジネス・デザイン論 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1
竹本昌和（兼任）退職による
未開講。後任選定中（22）

西洋デザイン史 3 ・ 4 後 2 兼 1

中国ビジネス論Ⅰ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

中国ビジネス論Ⅱ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

市場調査論 3 ・ 4 前 2 兼 1

社会調査実践 3 ・ 4 通 4 兼 1

広告論 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

マスコミ論　　　　　　　　　　 3 ・ 4 後 2 兼 1

岡田浄二（教授）退職。配当
年次に達していないため，次
年度までに後任を選定する。
（22）

コミュニケーション論 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1
岡田浄二（教授）退職による
未開講。後任選定中（22）

コミュニケーション論Ａ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

コミュニケーション論Ｂ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

比較文化論Ⅰ　　　　 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

比較文化論Ⅱ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

観光学概論 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

観光学原論 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

観光経営論　　　　　　　　 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

国際観光論Ⅰ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

国際観光論Ⅱ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

観光資源論Ⅰ　　　 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

観光資源論Ⅱ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

観光地計画論 3 ・ 4 前 2 兼 1

国際文化論 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

特
殊
講
義

外国書
講読

商
学
類

研究
演習

基礎
演習

教育課程の充実を図るため担
当教員 蒲和重（准教授）を追
加（21）
蒲和重（准教授）担当科目数
調整による削除。他に担当教
員が1名いるため問題はな
い。（22）

岡田浄二（教授）退職。他に
担当教員が1名いるため問題
はない。（22）
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国際文化論（欧米） 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 1 1 兼
3
2

オムニバス
西山徹（教授）退職による担
当者から削除。他の教員で担
当するため問題はない。（22）

景観論　　　　　　　　　　　 3 ・ 4 前 2 兼 1

生活環境論 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

博物館学Ⅰ　　 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

博物館学Ⅱ　　　　　　 3 ・ 4 前 2 兼 1

博物館学Ⅲ 3 ・ 4 後 2 兼 1

生涯学習概論 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

視聴覚メディア論 2 ・ 3 ・ 4 前 1 兼 1

博物館実習　 4 通 3 兼 1

現代社会における金融と法 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼
5
4

オムニバス
小塚匡文（准教授）担当科目
数調整による削除。他の教員
で担当するため問題はない。
（22）

ＦＰ概論Ⅰ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼
5
4

オムニバス
小塚匡文（准教授）担当科目
数調整による削除。他の教員
で担当するため問題はない。
（22）

ＦＰ概論Ⅱ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼
5
4

オムニバス
小塚匡文（准教授）担当科目
数調整による削除。他の教員
で担当するため問題はない。
（22）

ＦＰライフプランニングと資産運用Ⅰ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1
教育内容に対応した科目名
称の変更のため科目を廃止
（22）

ライフプランニングと資金計画・リスク管理Ⅰ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1 名称変更後の新科目（22）

ＦＰリスク管理・不動産Ⅰ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1
教育内容に対応した科目名
称の変更のため科目を廃止
（22）

金融資産運用・不動産Ⅰ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1 名称変更後の新科目（22）

ＦＰ税制 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

海宝賢一郎（兼任）から兼担
の高林宏一（准教授）へ担当
者変更（21）。
教育内容に対応した科目名
称の変更のため科目を廃止
（22）

タックスプランニング、相続・事業承継 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1 名称変更後の新科目（22）

ＦＰライフプランニングと資産運用Ⅱ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼
1
6

オムニバスに変更により担当
者変更。高林宏一（兼担），海
宝賢一郎，堀実，平野敦之，
樗木裕伸，田中卓也（5名兼
任）で担当（21）。
教育内容に対応した科目名
称の変更のため科目を廃止
（22）

タックスプランニング 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 4

名称変更後の新科目（22）
海宝賢一郎，平野敦之，樗木
裕伸，田中卓也（4名兼任）で
担当（22）。

ＦＰリスク管理・不動産Ⅱ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼
1
6

オムニバスに変更により担当
者変更。高林宏一（兼担），海
宝賢一郎，堀実，平野敦之，
樗木裕伸，田中卓也（5名兼
任）で担当（21）。
教育内容に対応した科目名
称の変更のため科目を廃止
（22）

金融資産運用・不動産Ⅱ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 4

名称変更後の新科目（22）
海宝賢一郎，平野敦之，樗木
裕伸，田中卓也（4名兼任）で
担当（22）。

ＦＰライフプランニングと資金計画 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼
1
6

教育内容に対応した科目名
称変更のため科目を廃止
（22）
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ライフプランニングと資金計画・リスク管理Ⅱ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 4

名称変更後の新科目（22）
海宝賢一郎，平野敦之，樗木
裕伸，田中卓也（4名兼任）で
担当（22）。

ＦＰ金融資産運用 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼
1
6

教育内容に対応した科目名
称変更のため科目を廃止
（22）

相続・事業承継 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 4

名称変更後の新科目（22）
海宝賢一郎，平野敦之，樗木
裕伸，田中卓也（4名兼任）で
担当（22）。

ＦＰリスク管理 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1
教育内容に対応した科目名
称変更のため科目を廃止
（22）

ＦＰリスク・リタイアメントプランニング 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

名称変更後の新科目（22）
受講対象者が少人数のため，
未開講。次年度に開講する予
定。（22）

ＦＰ不動産運用設計 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1
受講対象者が少人数のため，
未開講。次年度に開講する予
定。（22）

ＦＰタックスプランニング 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1
受講対象者が少人数のため，
未開講。次年度に開講する予
定。（22）

ＦＰ相続・事業継承 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1
受講対象者が少人数のため，
未開講。次年度に開講する予
定。（22）

ＦＰ技能論Ⅰ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

ＦＰ技能論Ⅱ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

ＦＰ提案書作成Ⅰ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1
教育内容に対応した科目名
称変更のため科目を廃止
（22）

ＦＰ提案書概論Ⅰ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1 名称変更後の新科目（22）

ＦＰ提案書作成Ⅱ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1
教育内容に対応した科目名
称変更のため科目を廃止
（22）

ＦＰ提案書概論Ⅰ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1 名称変更後の新科目（22）

ポートフォリオ・マネジメント 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1
隔年開講へ変更のため，未開
講。次年度に開講する予定。
（22）

リーガル＆コンプライアンス 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

証券化商品論 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1
坂下　晃（教授）から川村雄介
（兼任）に担当者の変更。
（22）

不動産運用設計論 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

河野快晴（教授）から専門適
任者 馬場勉（兼任）へ担当者
変更（21）
隔年開講へ変更のため，未開
講。次年度に開講する予定。
（22）

経済原論（ミクロ）Ⅰ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

経済原論（ミクロ）Ⅱ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

ミクロ経済学 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼
1
2

中級ミクロ経済学 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼
1
2

経済原論（マクロ）Ⅰ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 2

経済原論（マクロ）Ⅱ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 2

マクロ経済学 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 2

中級マクロ経済学 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 2

経済史概論Ⅰ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

経済史概論Ⅱ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

西洋経済史Ⅰ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

西洋経済史Ⅱ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

日本経済史Ⅰ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

日本経済史Ⅱ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

地域経済論Ⅰ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

地域経済論Ⅱ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

名称変更後の新科目（21）

樗木裕伸（兼任）から兼担の
高林宏一（准教授）へ担当者
変更（21）

経
済
学
類

教育内容に対応した科目名
称（ミクロ経済学，中級ミクロ経
済学）に変更のため科目を廃
止（経済学部科目）（21）

教育内容に対応した科目名
称（マクロ経済学，中級マクロ
経済学）に変更のため科目を
廃止（経済学部科目）（21）

教育内容に対応した科目名
称（地域政策Ⅰ・Ⅱ）に変更の
ため科目を廃止（経済学部科
目）（21）

名称変更後の新科目（21）
新規採用者　小嶋寿史（講
師）の担当者追加（22）
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地域政策Ⅰ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

地域政策Ⅱ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

財政学Ⅰ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

財政学Ⅱ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

財政政策Ⅰ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

財政政策Ⅱ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

金融論Ⅰ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

金融論Ⅱ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

金融システム論Ⅰ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

金融システム論Ⅱ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

金融政策Ⅰ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

金融政策Ⅱ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

経済統計論Ⅰ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1
社会調査士資格の科目追
加，担当者 佐井至道（教授）
（21）

経済統計論Ⅱ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1
社会調査士資格の科目追
加，担当者 佐井至道（教授）
（21）

社会保障論Ⅰ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1 隔年開講

社会保障論Ⅱ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1 隔年開講

民法概説Ⅰ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

民法概説Ⅱ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

所得税法 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

田中卓也（兼任）から新規採
用者 下谷直（兼任）へ担当者
変更（21）
隔年開講へ変更のため，未開
講。次年度に開講する予定。
（22）

法人税法 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1
田中卓也（兼任）から下谷直
（兼任）へ担当者変更（22）

相続・贈与税法 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1
田中卓也（兼任）から下谷直
（兼任）へ担当者変更（22）

憲法Ⅱ（人権） 2 ・ 3 ・ 4 通 4 兼 1

半期履修の実施のため，通年
科目を2分割し，それにともな
う科目名称（憲法Ⅲ・Ⅳ）に変
更のため科目を廃止（21）

憲法Ⅲ（人権1） 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

憲法Ⅳ（人権2） 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

行政法Ⅰ（基本原理，行政組織法） 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

行政法Ⅳ（行政救済法） 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

税法 2 ・ 3 ・ 4 通 4 兼 1

半期履修の実施のため，通年
科目を2分割し，それにともな
う科目名称（税法Ⅰ・Ⅱ）に変
更のため科目を廃止（22）

税法Ⅰ 2 ・ 3 ・ 4 通 2 兼 1

税法Ⅱ 2 ・ 3 ・ 4 通 2 兼 1

民法Ⅰ（総論） 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 通 4 兼 1

半期履修の実施のため，通年
科目を2分割し，それにともな
う科目名称（民法総論Ⅰ・Ⅱ）
に変更のため科目を廃止
（21）

民法総則Ⅰ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

民法総則Ⅱ 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

民法Ⅱ（物権） 2 ・ 3 ・ 4 通 4 兼 1

半期履修の実施のため，通年
科目を2分割し，それにともな
う科目名称（物権総論，担保
物権）に変更のため科目を廃
止（21）

物権総論 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

担保物権 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

民法Ⅲ（債券総論） 2 ・ 3 ・ 4 通 4 兼 1

半期履修の実施のため，通年
科目を2分割し，それにともな
う科目名称（債権総論Ⅰ・Ⅱ）
に変更のため科目を廃止
（21）

債権総論Ⅰ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

債権総論Ⅱ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

商法Ⅰ（総則・商行為） 2 ・ 3 ・ 4 通 4 兼 1

教育内容に対応した科目名
称（商法総則・商行為）に変更
のため科目を廃止（法学部科
目）（22）

商法総則・商行為 2 ・ 3 ・ 4 通 4 兼 1 名称変更後の新科目（22）

法
学
類

名称変更後の新科目（21）

名称変更後の新科目（21）

名称変更後の新科目（21）

名称変更後の新科目（21）

名称変更後の新科目（21）

教育内容に対応した科目名
称（金融政策Ⅰ・Ⅱ）に変更の
ため科目を廃止（経済学部科
目）（21）

名称変更後の新科目（22）

名称変更後の新科目（21）

名称変更後の新科目（21）

教育内容に対応した科目名
称（財政政策Ⅰ・Ⅱ）に変更の
ため科目を廃止（経済学部科
目）（21）
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商法Ⅱ（会社） 2 ・ 3 ・ 4 通 4 兼 1

半期履修の実施のため，通年
科目を2分割し，それにともな
う科目名称（会社法Ⅰ・Ⅱ）に
変更のため科目を廃止（21）

会社法Ⅰ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 兼 1

会社法Ⅱ 2 ・ 3 ・ 4 後 2 兼 1

インターンシップ学習講座 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 2～8

実践学習講座 1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 2～8

20
384
388
390

0
9
10
9

5
4
3

1
2
3
0 兼

52
55

1 ・ 2 ・ 3 ・ 4 前 2 1

2 ・ 3 ・ 4 前 2 1 兼 1
山口博幸（教授）担当科目数
調整のため武元卓巳（講師）
へ担当者変更（22）

2 ・ 3 ・ 4 後 2 1

6 0 0 1 0 0 0 兼
0
1

31
555
557

0
12
15

6
3

1
3
0 兼

75
81

　　　　ください。

（注）・届出書の様式第２号（その２の１）に準じて作成してください。

　　　・届出時の授業科目全て（兼任，兼担教員が担当する科目を含む。）を黒字で記載いただき，届出時より

　　　　変更されているものは赤字で見え消し修正いただき，「備考」に赤字で理由・変更年月等を記入して

　　　・「配当年次」について，届出時に開講時期を記載する必要がなかった学部等（平成１９年度届出以前）

　　　　についても，届出時の状況を黒字で記載いただき，平成２２年５月１日現在の状況を赤字で見え消し

　　　　修正してください。

キ

ャ
リ
ア

科
目

キャリア形成論Ⅱ

キャリア形成論Ⅲ

―
合計（289科目）
合計（297科目）
合計（299科目）

小計（3科目）

―

特別単
位認定
科目

小計（188科目）
小計（195科目）
小計（197科目）

―

キャリア形成論Ⅰ

名称変更後の新科目（21）
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備　　　　　　　　考

必　修 選　択 自　由 計 必　修 選　択 自　由 計

 11科目  278科目 0  289科目  11科目  288科目 0  299科目

[　0　] [　10　] [　0　] [　10　]

番号 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択

１ 2 1 一般 選択

２ 2 2 専門 選択

３ 2 2 専門 選択

４ 2 2 専門 選択

５ 2 2 専門 選択

６ 2 2 専門 選択

７ 2 2 専門 選択

８ 2 2 専門 選択

９ 2 2 専門 選択

１０ 2 2 専門 選択

１１ 2 2 専門 選択

　　　　授業科目について記入してください。なお，理由については可能な限り具体的に記入してください。

ビジネス・デザイ
ン論

竹本昌和（兼任）退職によるため。後任選定
中。（22）

不動産運用設計論
隔年開講へ変更のため。次年度に開講する予
定。（22）

ポートフォリオ・
マネジメント

隔年開講へ変更のため。次年度に開講する予
定。（22）

ＦＰリスク・リタ
イアメントプラン
ニング

ＦＰ不動産運用設
計

（２） 授業科目数

（３） 未開講科目

（注）・届出時の計画にあった授業科目が配当年次に達しているにも関わらず，何らかの理由で未開講となっている

　　　・履修希望者がいなかったために未開講となった科目については，記入しないでください。

人間生物学Ⅰ

所得税法

ＲＭＩ・保険設計
論

ＦＰタックスプラ
ンニング

ＦＰ相続・事業継
承

コミュニケーショ
ン論

変　　更　　状　　況届　出　時　の　計　画

（注）・未開講である場合や，配当年次に関わらず，教育課程上の授業科目数を記入する（資格に関する課程など，

　　　別課程としている授業科目については算入する必要はありません。）とともに，［　］内に，届出時の計画

　　　からの増減を記入してください。（記入例：１科目減の場合：△１）

未開講の理由，代替措置の有無授業科目名

病気療養のため辞退。代替措置無し（兼任講
師）(21)⇒22年度から開講（担当教員変更な
し）（22）

受講対象者が少人数のため。次年度に開講する
予定。（22）

受講対象者が少人数のため。次年度に開講する
予定。（22）

受講対象者が少人数のため。次年度に開講する
予定。（22）

大城裕二（教授）（兼担）担当科目調整のた
め。（22）

受講対象者が少人数のため。次年度に開講する
予定。（22）

隔年開講へ変更のため。次年度に開講する予
定。（22）

岡田浄二（教授）（兼担）退職による未開講。
後任選定中（22）

13



番号 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択

１ 4 1 一般 選択

２ 2 2 専門 選択

３ 2 2 専門 選択

４ 2 2 専門 選択

５ 2 2 専門 選択

６ 2 2 専門 選択

７ 2 2 専門 選択

８ 2 2 専門 選択

９ 2 2 専門 選択

１０ 2 2 専門 選択

１１ 2 2 専門 選択

１２ 4 2 専門 選択

１３ 4 1 専門 選択

１４ 4 1 専門 選択

１５ 4 2 専門 選択

１６ 4 2 専門 選択

（４） 廃止科目

法学（日本国憲法２
単位を含む）

授業科目名

経済原論（ミクロ）Ⅰ

経済原論（ミクロ）Ⅱ

経済原論（マクロ）
Ⅰ

経済原論（マクロ）
Ⅱ

地域経済論Ⅰ

地域経済論Ⅱ

財政学Ⅰ

財政学Ⅱ

金融システム論Ⅰ

金融システム論Ⅱ

憲法Ⅱ（人権）

民法Ⅰ（総論）

民法Ⅱ（物権）

民法Ⅲ（債券総論）

商法Ⅱ（会社）

廃止の理由，代替措置の有無

半期履修の実施のため通年科目を２単位に分
割，それぞれ法学Ⅰ・法学Ⅱ（日本国憲法を含
む）とし，代替科目として開講

ミクロ経済学に名称変更し，代替科目として開
講

中級ミクロ経済学に名称変更し，代替科目とし
て開講

中級マクロ経済学に名称変更し，代替科目とし
て開講

地域政策Ⅰに名称変更し，代替科目として開講

マクロ経済学に名称変更し，代替科目として開
講

地域政策Ⅱに名称変更し，代替科目として開講

財政政策Ⅰに名称変更し，代替科目として開講

財政政策Ⅱに名称変更し，代替科目として開講

金融政策Ⅰに名称変更し，代替科目として開講

金融政策Ⅱに名称変更し，代替科目として開講

半期履修の実施のため通年科目を２単位に分
割，それぞれ憲法Ⅲ（人権１）・憲法Ⅳ（人権
２）とし，代替科目として開講

半期履修の実施のため通年科目を２単位に分
割，それぞれ民法総則Ⅰ・民法総則Ⅱとし，代
替科目として開講

半期履修の実施のため通年科目を２単位に分
割，それぞれ物権総論・担保物権とし，代替科
目として開講

半期履修の実施のため通年科目を２単位に分
割，それぞれ債権総論Ⅰ・債権総論Ⅱとし，代
替科目として開講

半期履修の実施のため通年科目を２単位に分
割，それぞれ会社法Ⅰ・会社法Ⅱとし，代替科
目として開講
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１７ 2 1 専門 選択

１８ 2 1 専門 選択

１９ 2 1 専門 選択

２０ 2 2 専門 選択

２１ 2 2 専門 選択

２２ 2 2 専門 選択

２３ 2 2 専門 選択

２４ 2 2 専門 選択

２５ 2 2 専門 選択

２６ 2 2 専門 選択

２７ 4 2 専門 選択

２８ 4 2 専門 選択

（注）・届出時の計画にあった授業科目を何らかの理由で廃止（教育課程から削除）した授業科目について記入

ＦＰライフプランニン
グと資金計画

ＦＰライフプランニン
グと資産運用Ⅰ

ＦＰリスク管理・不動
産Ⅰ

ＦＰ税制

商法Ⅰ（総則・商行
為）

ＦＰリスク管理

ＦＰ提案書作成Ⅰ

ＦＰ提案書作成Ⅱ

税法

ＦＰライフプランニン
グと資産運用Ⅱ

ＦＰリスク管理・不動
産Ⅱ

「ライフプランニングと資金計画・リスク管理
Ⅰ」に名称変更（代替科目）

「金融資産運用・不動産Ⅰ」に名称変更（代替
科目）

　　　　してください。なお，理由については可能な限り具体的に記入してください。

「相続・事業承継」に名称変更（代替科目）

「ＦＰリスク・リタイアメントプランニング」
に名称変更（代替科目）

「ＦＰ提案書概論Ⅰ」に名称変更（代替科目）

「ＦＰ提案書概論Ⅱ」に名称変更（代替科目）

ＦＰ金融資産運用

半期履修の実施のため通年科目を２単位に分
割，それぞれ「税法Ⅰ」，「税法Ⅱ」とした
（代替科目）

教育内容に対応した科目名称に変更のため，
「商法総則・商行為」に名称変更（代替科目）

「タックスプランニング、相続・事業承継」に
名称変更（代替科目）

「タックスプランニング」に名称変更（代替科
目）

「金融資産運用・不動産Ⅱ」に名称変更（代替
科目）

「ライフプランニングと資金計画・リスク管理
Ⅱ」に名称変更（代替科目）
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（５） 授業科目を未開講又は廃止としたことに係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

（注）・授業科目を未開講又は廃止としたことによる学生の履修への影響に関する「大学の所見」及び「学生への周

　　　　

未開講科目と廃止科目の計（38）

届出時の計画の授業科目数の計（289）
＝ 0.13

　　　　知方法」を記入してください。

【大学の所見】未開講科目である人間生物学Ⅰは，教養科目である。教養科目は，同未開講科目のほか多様な科目を
開講しているので，履修上，不利は無いと思われる。廃止科目は法学部・経済学部の科目である。法学部の科目につ
いては，セメスター制を明確にするために通年開講を前期・後期科目としたものであり，学生の履修には不利はな
い。むしろ，半期ごとの授業計画が立て易くなり，履修上有利となっている。経済学部の科目については，教育内容
に対応した科目名称の変更を行ったものであり，こちらについても学生の履修に不利はない。（21）
　21年度未開講科目であった「人間生物学Ⅰ」は22年度開講した。（22）
　22年度未開講科目は，商学科の科目であり，そのほとんどがFP関連の科目である。これは学修の進捗度に応じて未
開講としたもので，すべて来年度開講予定のため履修に問題はない。
　また，廃止科目は商学科・法学科の科目である。教育内容に対応した科目名称の変更又はセメスター制を明確にす
るために通年開講を前期・後期科目としたものであり，学生の履修に問題はない。（22）

【学生への周知方法】時間割・学生便覧の各冊子およびＷeb上には，未開講科目については不開講と明記している。
廃止科目については，２１年度新入生は，すべて変更後の科目名称で掲載しており，学生には，履修の上で混乱は生
じない。年度始め学科別オリエンテーションで履修指導を実施した。（21）
　未開講科目及び，廃止に伴い科目名称が変更された科目については，時間割・学生便覧の各冊子およびＷeb上に掲
載し，周知を図っており，履修の上で混乱は生じない。年度始め学科別オリエンテーションで履修指導を実施した。
（22）

（６） 「届出時の計画の授業科目数の計」に対する「未開講科目と廃止科目の計」の割合

（注）・小数点以下第３位を切り捨て，小数点第２位までを記入してください。
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備考

　　　・「（３）教室等」「（５）図書・設備」等について，届出時に数値を記載する必要がなかった学部等（平成２０年度届出

　　　　以前）については，届出時の数値の記載は不要ですが，平成２２年５月１日現在の数値を赤字で記入してください。

　　　　５月１日現在の状況を赤字で見え消し修正してください。

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更のあったものについては，変更部分を赤字で見え消し修正するととも

　　　　届出時に数値を記載した学部等（平成２１年度届出以降）については，届出時の数値を黒字で記載いただき，平成２２年

区　　　　　分 内　　　　　　　　　　　　　　　　　容

専　　　用 共　　　用
共用する他の
学校等の専用

計(１) 区　　 分

　0　㎡ 　0　㎡ 21,575　㎡21,575　㎡

（　　35,138.11　㎡）

(２) 校　　　　　舎

校
　
　
地
　
　
等

校 舎 敷 地

専　　　用 共　　　用
共用する他の
学校等の専用

計

（注）・届出時の計画を設置届出書の様式第２号（その１の１）に準じて作成してください。

新設学部等の名称 室　　　　　　数

経営学部　経営学科 室

冊

111〔38〕

〔うち外国書〕

(４) 専任教員研究室

35,138.11　㎡ 0　㎡

（　　　　　0　㎡） （　　　　　0　㎡）

21
19

３　施設・設備の整備状況，経費

平成21年4月
専任教授1名，専任講師
を1名新規
採用のため（21）

0　㎡ 35,138.11　㎡

（　　35,138.11　㎡）

79,455　㎡ 　0　㎡ 　0　㎡

点 点 点

機械・器具 標　　本

79,455　㎡

語学学習施設

（補助職員　1　人）

1　室

〔うち外国書〕 電子ジャーナル

〔うち外国書〕

視聴覚資料

（　0　）

 2〔2〕　 1,767 43 0

（　2〔2〕） （　1,767　） （　43　）

（　2〔2〕） （　1,767　）

52,639〔11,261〕 2〔2〕

（　52,639〔11,261〕）

43 0

（　43　） （　0　）

学生納付金以外の維持方法の概要 私立大学等経常経費補助金，資産運用収入，雑収入等

区　　　　分 開設年度

共 同 研 究 費 等 0 千円 0 千円 11,005 千円

320　千円

学生１人当り
納付金

経費の見
積り及び
維持方法
の 概 要

(７) 体　　育　　館
面　　　　　積 体育館以外のスポーツ施設の概要

2,982　㎡
野球・ｻｯｶｰｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ各1面，
ﾃﾆｽｺｰﾄ5面

弓道場，錬成館（柔道・卓球
場），室内練習場

開設前年度
経費
の見
積り

完成年度

第１年次 第２年次 第３年次

1,200 1,160千円   980 960　千円 980 960　千円

情報処理学習施設

7　室

（補助職員　7　人）

第６年次

11,005 千円

320　千円

開設年度

452,167

収 納 可 能 冊 数

1,767

980 960　千円

250　千円

11,005 千円設備購入費

図書購入費

第４年次 第５年次

―　千円

320　千円

―　千円

図
書
・
設
備

(５)

計
111〔38〕

種

経営学部
経営学科

52,639〔11,261〕

（　111〔38〕）

（　52,639〔11,261〕） （　111〔38〕）

(３) 教　　室　　等

演　習　室

　

実験実習室

39　室

講　義　室

　40　室

図　　書 学術雑誌

1　室

　466席　

面　　　　　積

区　　分

閲 覧 座 席 数

運動場用地

小　　　計 75,086　㎡

53,511　㎡ 　0　㎡ 　0　㎡ 53,511　㎡

　0　㎡ 　0　㎡ 75,086　㎡

合　　　計

4,369　㎡

(８)

(６) 図　　書　　館

新設学部等
の名称

教員１人当り研究費等

6,084　㎡

完成年度

250　千円

0　㎡ 0　㎡ 4,369　㎡そ　の　他

　　　　に，その理由及び報告年度「（22）」を「備考」に赤字で記入してください。

　　　　　なお，昨年度の報告において赤字で見え消しした部分については，黒字で記入してください。

　　　・「(５)図書・設備」については，上段に完成年度の予定の数値を，下段には平成２２年５月１日現在の数値を記入してください。

　　　・運動場用地が校舎敷地と別地にある場合は，その旨（所要時間・距離等）を「備考」に記入してください。

申請学科全体

納付金の値上げ。ただ
し，22年度入学生から

適用。（22）

大学全体

　
大学全体

大学全体
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大 学 の 名 称 備　　考

既設学部等の名称
修業
年限

入　学
定　員

編入学
定　員

収　容
定　員

学位又
は称号

定　員
超過率

開　設
年　度

所　在　地

年 人 年次 人 倍

人

経営学部経営学科 4 200 3年次 15 200 学士(経営学) 0.66 平成21年度

平成21年度より商
学部⇒経営学部に
名称変更。

　　　　商学科 4 200 3年次 15 200 学士(商学) 0.54 昭和40年度

　

商学部産業経営学科 4 - - - 学士(商学) - 昭和46年度
平成17年度より学
生募集停止

　　　会計学科 4 - - - 学士(商学) - 平成17年度
平成21年度より学
生募集停止

法経学部法学科 4 - - - 学士(法学) - 平成3年度
平成17年度より学
生募集停止

　　　　経済学科 4 - - - 学士(経済学) - 平成3年度
平成17年度より学
生募集停止

法学部法学科 4 120 - 480 学士(法学) 0.63 平成17年度

経済学部経済学科 4 120 - 480 学士(経済学) 0.64 平成17年度

　　　　より学生募集停止」と記入してください。

　　　　専門学校ごとに，平成２２年５月１日現在の状況を記入してください。

　岡　山　商　科　大　学

　　　・「定員超過率」には，過去標準修業年限に相当する期間における入学定員に対する入学者の割合の

　　　　いる場合には，専攻課程）単位で記入してください。なお，学生募集停止を行った学科（短期大学にお

　　　　平均の小数点第２位まで（小数点第３位を切り捨て）を，学科（短期大学において専攻課程を設置して

　　　　（専攻科に係るものについては，記入する必要はありません。）

　　　　いて専攻課程を設置している場合には，専攻課程）の記載は不要です。

　　　・学生募集を停止している学部等がある場合，入学定員と収容定員は「－」とし，「備考」に「平成○年

（注）・本調査の対象となっている大学等の設置者（学校法人等）が，既に設置している全ての大学の

　　　　学部，学部の学科，短期大学の学科及び高等専門学校の学科について，大学，短期大学又は高等

　　　・設置届出書の様式第２号（その１の１）に準じて作成してください。

４　既設大学等の状況

岡山市北区津島
京町２丁目１０
－１

入学定員300人⇒
200人，編入学定員
20人⇒15人に変更
（商学科）
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基礎演習 基礎演習

研究演習 研究演習

経営学特殊講義Ⅰ 経営学特殊講義Ⅰ

経営学特殊講義Ⅱ 経営学特殊講義Ⅱ

技術と人間

中小企業論Ⅱ

情報と職業 情報と職業

中小企業論Ⅰ

「中小企業論Ⅰ」，「中小企業論
Ⅱ」について，新規採用の南部稔
教授に担当者の変更。（21）大﨑　紘一 生産マネジメント学Ａ 大﨑　紘一 生産マネジメント学Ａ

(68) 生産マネジメント学Ｂ (69) 生産マネジメント学Ｂ

平成21年4月教授 平成21年4月

技術と人間

専

簿記論Ⅰ

簿記論Ⅱ

工業簿記Ⅰ

工業簿記Ⅱ

基礎演習 基礎演習

研究演習 研究演習

経営分析論Ⅱ

英文財務諸表

会計学特殊講義　※

会計学Ⅰ　　　　　　 「簿記論Ⅰ」，「簿記論Ⅱ」につい
て，履修者多数のため，学生の質
保証のために担当科目を追加。
（21）
　「工業簿記Ⅰ」，「工業簿記Ⅱ」
について，森本和義（准教授）退
職のため，担当科目の変更。（22）
「英文財務諸表」について，担当
科目数調整のため堤　一浩教授
へ担当者変更。（22）

市村　巧 会計学Ⅱ　　　　　 市村　巧 会計学Ⅱ　　　　　

(59) 経営分析論Ⅰ　　 (61) 経営分析論Ⅰ　　

「日本事情Ⅰ」，「日本事情Ⅱ」に
ついて，新規採用の甲元孝朋特
任教授に担当者の変更。（21）井尻　昭夫 日本事情Ⅱ 井尻　昭夫

(65) 経営戦略論Ⅰ (66) 経営戦略論Ⅰ

経営戦略論Ⅱ

専
教授 平成21年4月

経営戦略論Ⅱ

教養演習

青木　薫

（72）

専
教授 平成21年4月

日本事情Ⅰ

専 教授
平成21年4月

専 教授 平成21年4月

教授 平成21年4月岩橋　邦彦

専 教授 平成21年4月井上　倫明

中級スポーツ実践

初級スポーツ実践

専

健康教育実践

健康教育論

(57)

健康教育論

(54) 初級スポーツ実践

総合スポーツ実践　※

健康教育実践

中級スポーツ実践

総合スポーツ実践　※

教養演習

専 教授

教養演習

専任・

兼任　

兼担・

の別　

職名 就任予定年月 担当授業科目名
氏　　名

（年　齢）

専任・

担当授業科目名
兼担・

兼任　

の別　

氏　　名
（年　齢）

職名 就任予定年月

届　出　時　の　計　画 変　　更　　状　　況

５　教員組織の状況

＜経営学部　経営学科＞

（１） 担当教員表

備　　考

専 教授 平成21年4月

会計学特殊講義　※

経営分析論Ⅱ

会計学Ⅰ　　　　　　
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研究演習

研究演習 財務諸表論Ⅲ

簿記論Ⅵ

会計学特殊講義　※ 会計学特殊講義　※

基礎演習 基礎演習

教授へ昇格。（21）
「財務諸表論Ⅲ」について，堤一
浩教授より担当者の変更。（22）川本　和則 簿記論Ⅳ 川本　和則 簿記論Ⅳ

(38) 簿記論Ⅴ (39) 簿記論Ⅴ

簿記論Ⅵ

専 教授 平成21年4月

簿記論Ⅲ

専 准教授 平成21年4月

簿記論Ⅲ

基礎演習 基礎演習

研究演習 研究演習

人的資源管理論Ⅰ 人的資源管理論Ⅰ

人的資源管理論Ⅱ 人的資源管理論Ⅱ

経営学Ⅰ 経営学Ⅰ

経営学Ⅱ 経営学Ⅱ

「キャリア形成論Ⅱ」について，担
当科目数調整のため，武元卓巳
講師に担当者の変更。（22）山口　博幸 キャリア形成論Ⅱ 山口　博幸

(68) キャリア形成論Ⅲ (70) キャリア形成論Ⅲ

専 教授 平成21年4月

キャリア形成論Ⅰ

研究演習

専 教授 平成21年4月

キャリア形成論Ⅰ

情報社会と情報倫理

ソフトウェア技術演習

計測制御演習

基礎演習

研究演習 研究演習

専 教授 平成21年4月

コンピュ－タ処理Ⅰ

中塚　隆郎 コンピュ－タ処理Ⅱ

(62) ソフトウェア技術論　

会計学特殊講義　※ 会計学特殊講義　※

基礎演習 基礎演習

財務諸表論Ⅱ

(65) 財務諸表論Ⅲ (66) 英文財務諸表

専 教授 平成21年4月

財務諸表論Ⅰ

堤　一浩専 教授 平成21年4月

財務諸表論Ⅰ

堤　一浩 財務諸表論Ⅱ

国際会計論Ⅱ

会計学特殊講義　※

基礎演習

研究演習

研究演習

専 教授 平成21年4月

会計学Ⅰ

橘　晋介 会計学Ⅱ

(63) 国際会計論Ⅰ　　　

マルチメディア表現

マルチメディア技術

基礎演習

専 教授 平成21年4月

情報技術論Ⅰ

小松原　実 情報技術論Ⅱ

(49) プログラミングC＋＋

新規採用。井尻昭夫教授から「日
本事情Ⅰ」，「日本事情Ⅱ」につい
て，担当者の変更。（21）専

特任教
授

甲元　孝朋
平成21年4月

日本事情Ⅰ

（69） 日本事情Ⅱ

国際文化論（欧米）
※

国際文化論（欧米）
※

教養演習 教養演習

教養特講Ⅰ 教養特講Ⅰ

教養特講Ⅱ 教養特講Ⅱ

受講者数が少なく，また留学生別
科科目担当のため，「初級ドイツ
語Ⅰ」，「初級ドイツ語Ⅱ」につい
て，担当科目の削除。他に担当教
員が１名いるため，支障はない。
（21）

岸本　雅之 外国文学Ⅰ 岸本　雅之 外国文学Ⅰ

(56) 初級ドイツ語Ⅰ (57)

初級ドイツ語Ⅱ

専 教授 平成21年4月

岡山講座

専 教授 平成21年4月

岡山講座

「財務諸表論Ⅲ」について，川本
和則教授に担当者の変更。（22）
「英文財務諸表」について，市村
巧教授担当科目数調整のため，
担当者の変更。（22）
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「入門英語Ⅰ」，「入門英語Ⅱ」に
ついて，教育課程の充実を図るた
め，松浦芙佐子准教授（兼担）か
ら担当者変更。（22）
「初級英語Ⅰ・Ⅱ」について，担当
科目数の調整により，角南京子
（兼任），水川弘之（兼任）へ担当
者変更。（22）

教養演習

経営学Ⅰ

経営史Ⅱ

基礎演習 基礎演習

研究演習 研究演習

「経営学Ⅰ」について，履修者多
数により科目を追加。（22）

川合　一央 外国書講読Ⅱ 川合　一央 外国書講読Ⅱ

(38) 経営史Ⅰ (39) 経営史Ⅰ

経営史Ⅱ

専 講師 平成21年4月

外国書講読Ⅰ　　　　

専 講師 平成21年4月

外国書講読Ⅰ　　　　

平成２１年４月，新規採用。「経営
管理論Ⅰ」，「経営管理論Ⅱ」につ
いて，坂下晃教授（兼担）から，
「国際企業論Ⅰ（総論）」，国際企
業論Ⅱ（各論）」について，富永悦
夫兼任講師から担当者の変更。
（21）
教育充実のため担当科目の追
加。（22）

于　琳 経営管理論Ⅱ

（46） 国際企業論Ⅰ（総論）

国際企業論Ⅱ（各論）

基礎演習

研究演習

専 講師 平成21年4月

経営管理論Ⅰ　　

財務管理論Ⅱ

会計学特殊講義　※

基礎演習

研究演習

原価計算論Ⅰ

管理会計論Ⅰ

管理会計論Ⅱ

財務管理論Ⅰ

管理会計論Ⅰ

原価計算論Ⅱ

管理会計論Ⅱ

平成22年3月，森本和義准教授退
職のため，「原価計算論Ⅰ・Ⅱ」、
「管理会計論Ⅰ・Ⅱ」について，井
上信一（兼任）へ担当者の変更。
「工業簿記Ⅰ」，「工業簿記Ⅱ」に
ついて，市村巧教授へ担当者の
変更。「財務管理論Ⅰ」，「財務管
理論Ⅱ」について，配当年次に達
していないため，次年度までに担
当者選定する。「会計学特殊講
義」については，配当年次（平成２
３年度以降）に達しておらず，また
オムニバス形式であるため，次年
度までに担当者を検討する。（22）

森本　和義 工業簿記Ⅱ 井上　信一

(45) 原価計算論Ⅰ (64)

原価計算論Ⅱ

教養演習

専 准教授 平成21年4月

工業簿記Ⅰ

兼任 平成22年4月

教授へ昇格（21）

Peter　Burden 上級英語（会話）Ⅰ Peter　Burden 上級英語（会話）Ⅰ

(44) 上級英語（会話）Ⅱ (46) 上級英語（会話）Ⅱ

教養演習

専 教授 平成21年4月

中級英語Ⅱ

基礎演習

研究演習

専 准教授 平成21年4月

中級英語Ⅱ

会計監査論Ⅰ　　　　　

会計監査論Ⅱ

コンピュータ会計論

会計学特殊講義　※

経営数学Ⅱ

情報システム技術

教養演習

専 准教授 平成21年4月

簿記論Ⅰ

長谷川　博史 簿記論Ⅱ　

(56)

使える数学Ｂ（微分と
積分）

古典的世界観（時間
と空間）

極限の世界（ミクロの
自然像）

経営数学Ⅰ　　　　　　

専 准教授 平成21年4月

現代数学への招待Ａ
（無限と連続）

西中　恒和
現代数学への招待Ｂ
（数の構造）

(49)
使える数学Ａ（線形
代数）

入門英語Ⅰ

入門英語Ⅱ

中級英語（ＴＯＥＩＣ）Ⅱ 中級英語（ＴＯＥＩＣ）Ⅱ

教養演習 教養演習

中級英語Ⅳ 中級英語Ⅳ

中級英語（ＴＯＥＩＣ）Ⅰ 中級英語（ＴＯＥＩＣ）Ⅰ

中級英語Ⅰ 中級英語Ⅰ

中級英語Ⅲ 中級英語Ⅲ

国際文化論（欧米）　※

中原　敬介 初級英語Ⅰ 中原　敬介

(45) 初級英語Ⅱ (46)

専 准教授 平成21年4月

国際文化論（欧米）　※

専 准教授 平成21年4月
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兼担

教授 平成21年4月

観光資源論Ⅰ　　　

飯島　祥二 観光資源論Ⅱ

(53) 観光地計画論

景観論

生活環境論

観光振興論特殊講
義　※

平成22年4月から「観光振興論特
殊講義」について，幅広い学習機
会を提供するための科目追加。
（22）

ポートフォリオ・マネ
ジメント

「ポートフォリオ・マネジメント」，「Ｒ
ＭＩ・保険設計論」について担当科
目数調整による未開講。（22）

ＲＭＩ・保険設計論

現代社会における金
融と法　※

ＦＰ概論Ⅰ　※

ＦＰ概論Ⅱ　※

リスクマネジメント論　

ビジネス概論Ⅰ

ビジネス概論Ⅱ

保険論

教授 平成21年4月大城　裕二

(62)

「中小企業論Ⅰ」，「中小企業論
Ⅱ」について，大崎紘一教授から
担当者の変更。（21）南部　稔 中国ビジネス論Ⅱ 南部　稔 中国ビジネス論Ⅱ

(65) (66) 中小企業論Ⅰ

中小企業論Ⅱ

兼担 教授 平成21年4月

中国ビジネス論Ⅰ

商学特殊講義Ⅱ

兼担 教授 平成21年4月

中国ビジネス論Ⅰ

総合英語

兼担 教授 平成21年4月

マーケティング論Ⅰ

鳥越　良光 マーケティング論Ⅱ

(67) 商学特殊講義Ⅰ

兼担 教授 平成21年4月

中級英語Ⅱ

Piers Dowding 中級英語Ⅲ

(61) 中級英語Ⅳ

ＦＰ概論Ⅱ　※ ＦＰ概論Ⅱ　※

証券化商品論

証券市場論Ⅱ

現代社会における金
融と法　※

現代社会における金
融と法　※

ＦＰ概論Ⅰ　※ ＦＰ概論Ⅰ　※

「経営管理論Ⅰ」，「経営管理論
Ⅱ」について，新規採用者の于琳
講師に担当者の変更。（21）
「証券化商品論」について，川村
雄介（兼任）に担当者の変更。
（22）

坂下　晃 経営管理論Ⅱ 坂下　晃

(65) 証券市場論Ⅰ (66) 証券市場論Ⅰ

証券市場論Ⅱ

兼担 教授 平成21年4月兼担 教授 平成21年4月

経営管理論Ⅰ　　

平成22年3月退職。「マーケティン
グ論Ⅰ」，「マーケティング論Ⅱ」に
ついて，他に担当教員が１名いる
ため，支障はない。（22）
「マスコミ論」について配当年次に
達していないため，次年度までに
後任を選定する。（22）
「コミュニケーション論」について，
後任選定中。未開講。（22）

岡田　浄二 マーケティング論Ⅱ 後任未定

(74) マスコミ論

コミュニケーション論

ＦＰ概論Ⅱ　※

ポートフォリオ・マネ
ジメント

兼担 教授 平成21年4月

マーケティング論Ⅰ

保険論

ＲＭＩ・保険設計論

現代社会における金
融と法　※

ＦＰ概論Ⅰ　※

景観論

生活環境論

兼担 教授 平成21年4月

リスクマネジメント論　

大城　裕二 ビジネス概論Ⅰ

(61) ビジネス概論Ⅱ

観光振興論特殊講
義　※

兼担 教授 平成21年4月

観光資源論Ⅰ　　　

飯島　祥二 観光資源論Ⅱ

(52) 観光地計画論

ハードウェアOS構築

LAN構築演習 LAN構築演習

社会調査実践 社会調査実践

平成22年4月から「観光振興論特
殊講義」について，幅広い学習機
会を提供するための科目追加。
（22）

田中　潔 情報ネットワーク論Ⅰ 田中　潔 情報ネットワーク論Ⅰ

(50) 情報ネットワーク論Ⅱ (51) 情報ネットワーク論Ⅱ

ハードウェアOS構築

兼担 教授 平成21年4月

情報システム論

兼担 教授 平成21年4月

情報システム論

基礎演習

兼担 教授 平成21年4月

商業経営論　

岡本　輝代志 広告論　

(61) 観光経営論　　　　

平成22年4月，新規採用。（22）

大東　正虎 情報処理概論Ⅱ

(35) 教養演習

専 講師 平成22年4月

情報処理概論Ⅰ

兼担
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兼担 教授 平成21年4月

博物館学Ⅱ　

博物館学Ⅲ

博物館実習

芸術Ⅱ

文化史Ⅰ

文化史Ⅱ

博物館学Ⅰ

考古学Ⅰ

佐藤　昭嗣 考古学Ⅱ

(56) 芸術Ⅰ

「ＦＰ技能論Ⅰ」，「ＦＰ技能論Ⅱ」
について，樗木裕伸兼任講師から
担当者の変更。（21）ＦＰ技能論Ⅰ

ＦＰ技能論Ⅱ

ＦＰ金融資産運用　※

ＦＰ不動産運用設計

ＦＰ提案書作成Ⅰ

ＦＰ提案書作成Ⅱ

ＦＰ不動産運用設計
ＦＰﾗｲﾌﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞと
資産運用Ⅱ　※

左欄の※の科目について，オムニ
バス形式（高林宏一，海宝賢一
郎，堀実，平野敦之，樗木裕伸，
田中卓也兼任講師）に担当者の
変更。（21）

ＦＰ提案書作成Ⅰ
ＦＰﾘｽｸ管理・不動産
Ⅱ　※

ＦＰ提案書作成Ⅱ
ＦＰﾗｲﾌﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞと
資金計画　※

「ＦＰ税制」について，海宝賢一郎
兼任講師から担当者の変更。
（21）

高林　宏一
ＦＰﾘｽｸ管理・不動産
Ⅰ

高林　宏一
ＦＰﾘｽｸ管理・不動産
Ⅰ

兼担 准教授 平成21年4月

ＦＰﾗｲﾌﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞと
資産運用Ⅰ

(49) ＦＰ税制

プログラミングBASIC

アプリケーション作成
演習

兼担 准教授 平成21年4月

ＦＰﾗｲﾌﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞと
資産運用Ⅰ

(49) ＦＰ金融資産運用

博物館学Ⅱ　

博物館学Ⅲ

博物館実習

兼担 准教授 平成21年4月

情報処理概論Ⅰ

島田　伸夫 情報処理概論Ⅱ

(44)

芸術Ⅱ

文化史Ⅰ

文化史Ⅱ

博物館学Ⅰ

兼担 准教授 平成21年4月

考古学Ⅰ

佐藤　昭嗣 考古学Ⅱ

(55) 芸術Ⅰ

平成22年3月，李燕招へい准教
授，任期満了による退職のため，
後任の採用。（22）黄　健 初級中国語Ⅱ

(37) 総合中国語

兼担
招へい
准教授

平成22年4月

初級中国語Ⅰ

日本語Ⅰ 「日本語Ⅰ」，「日本語Ⅱ」，「日本
語Ⅲ」，「日本語Ⅳ」について，担
当科目削除。他に担当教員が各
科目1名ずついるため，支障はな
い。（21）

日本語Ⅱ

日本語Ⅲ

日本語Ⅳ

平成21年3月，韓雲冬招へい准教
授，任期満了による退職のため，
後任の採用。（21）
任期満了による退職。（22）

韓　雲冬 初級中国語Ⅱ 李　燕 初級中国語Ⅱ

(37) 総合中国語 (35) 総合中国語

兼担
招へい
准教授

平成21年4月

初級中国語Ⅰ

兼担
招へい
准教授

平成21年4月

初級中国語Ⅰ

流通経済論Ⅱ　

ビジネス概論Ⅰ

ビジネス概論Ⅱ

「ビジネス概論Ⅰ・Ⅱ」について，
平成21年4月から，教育課程の充
実を図るため，科目を追加。（21）
「ビジネス概論Ⅰ・Ⅱ」について，
担当科目数調整よる担当者の変
更。（22）

蒲　和重 経済学Ⅱ 蒲　和重 経済学Ⅱ

(47) 流通経済論Ⅰ　　 (48) 流通経済論Ⅰ　　

流通経済論Ⅱ　

兼担 准教授 平成21年4月

経済学Ⅰ

初級ドイツ語Ⅱ

国際文化論（欧米）　※

兼担 准教授 平成21年4月

経済学Ⅰ

兼担 准教授 平成21年4月

外国文学Ⅱ

香月　恵里 西洋デザイン史

(48) 初級ドイツ語Ⅰ

中級中国語Ⅱ

上級中国語Ⅰ 上級中国語Ⅰ

上級中国語Ⅱ 上級中国語Ⅱ

平成22年3月，汪霊霊招へい准教
授，任期満了による退職のため，
後任の採用。汪　霊霊 初級中国語Ⅱ 楊　立国 初級中国語Ⅱ

(38) 中級中国語Ⅰ (40) 中級中国語Ⅰ

中級中国語Ⅱ

兼担
招へい
准教授

平成22年4月

初級中国語Ⅰ

兼担
招へい
准教授

平成21年4月

初級中国語Ⅰ

兼担 教授 平成21年4月

比較文化論Ⅰ

三宅　忠明 比較文化論Ⅱ

(70) 国際観光論Ⅱ　
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兼担 講師 平成22年4月

キャリア形成論Ⅱ 山口博幸教授担当科目数調整の
ため，担当者の変更。（22）

武元　卓巳

(65)

国際観光論Ⅰ　　　

観光振興論特殊講
義　※

平成22年4月から「観光振興論特
殊講義」について，幅広い学習機
会を提供するための科目追加。
（22）

兼担 准教授 平成21年4月直井　岳人

(38)

中級英語（TOEIC）Ⅰ

中級英語（TOEIC）Ⅱ

入門英語Ⅰ・Ⅱについて担当者を
中原敬介准教授（専任）に変更。
（22）
「中級英語（TOEIC）Ⅰ・Ⅱ」につ
いて，西山　徹教授退職により担
当者変更。（22）

観光学概論

教育内容に対応した，科目名称
の変更。（22）
「ＦＰ不動産運用設計」は受講対
象者少人数のため未開講。次年
度に開講する予定。（22）

観光学原論

兼担 教授 平成21年4月

行政法Ⅰ（基本原
理，行政組織法）

伊藤　治彦
行政法Ⅳ（行政救済
法）

(54)

半期履修の実施のため，通年科
目を前期・後期としたことに伴う科
目名称の変更。（22）石島　弘 石島　弘 税法Ⅱ

(70) (71)

兼担 教授 平成22年4月

税法Ⅰ

兼担 教授 平成21年4月

税法

半期履修の実施のため，通年科
目を前期・後期としたことに伴う科
目名称の変更。（21）青井　秀夫 青井　秀夫 法学Ⅱ（日本国憲法

を含む）(66) (67)

兼担 教授 平成21年4月

法学Ⅰ

日本語Ⅱ

兼担 教授 平成21年4月

法学（日本国憲法２
単位を含む）

初級ハングルⅠ

初級ハングルⅡ

総合ハングル

日本語Ⅰ

兼担 講師 平成21年4月

日本語学

全　円子 日本語表現

(43) 国際文化論

日本語Ⅲ 日本語Ⅲ

日本語Ⅳ 日本語Ⅳ

(46)

教養特講Ⅱ

日本語Ⅰ

日本語Ⅱ

新たに留学生別科科目担当（10
科目）のため，「日本事情Ⅰ」，「日
本事情Ⅱ」，「教養特講Ⅰ」，「教
養特講Ⅱ」，「日本語Ⅰ」，「日本
語Ⅱ」について，担当科目の削
除。他に担当教員が各科目1名ず
ついるため，支障はない。（21）

黎　暁 日本事情Ⅱ
兼担 准教授

黎　暁 
平成21年4月

(45)

兼担 准教授 平成21年4月

日本事情Ⅰ

教養特講Ⅰ

入門英語Ⅱ 

初級英語Ⅰ

初級英語Ⅱ

中級英語Ⅰ

准教授 平成21年4月

コミュニケーション論Ａ

松浦　芙佐子 コミュニケーション論Ｂ

(44) 入門英語Ⅰ 

兼担 准教授 平成21年4月

観光学概論

直井　岳人 観光学原論

(37) 国際観光論Ⅰ　　　

ＦＰ提案書概論Ⅱ

ＦＰ技能論Ⅰ

ＦＰ技能論Ⅱ

ＦＰ提案書概論Ⅰ

兼担 准教授 平成21年4月

ﾗｲﾌﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞと資金
計画・リスク管理Ⅰ

(50)
タックスプランニン
グ、相続・事業承継

高林　宏一
金融資産運用・不動
産Ⅰ

ＦＰ不動産運用設計

兼担 准教授 平成21年4月

コミュニケーション論Ａ

(45)

中級英語Ⅳ

中級英語Ⅲ

中級英語Ⅳ

国際文化論（欧米）
※

初級英語Ⅰ

兼担

初級英語Ⅱ

中級英語Ⅰ

中級英語Ⅲ

国際文化論（欧米）
※

松浦　芙佐子 コミュニケーション論Ｂ
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兼担 教授 平成21年4月

経済学Ⅰ

有利　隆一 経済学Ⅱ

(65)

兼担 講師 平成21年4月

日本史Ⅰ

渡辺　渡 日本史Ⅱ　

(60)

兼担 准教授 平成21年4月

政治学入門Ⅰ

埜村　紳二 政治学入門Ⅱ

(52)

平成22年3月，退職。
「初級英語Ⅰ・Ⅱ」について，角南
京子（兼任），水川弘之（兼任）へ
担当者変更。（22）
「中級英語Ⅰ」について，水川弘
之（兼任）へ担当者変更。（22）
「中級英語Ⅲ・Ⅳ」について，角南
京子（兼任），水川弘之（兼任），
仁宮民江（兼任）へ担当者変更
（22）
「中級英語（ＴＯＥＩＣ）Ⅰ・Ⅱ」につ
いて，松浦芙佐子准教授へ担当
者変更。（22）
「国際文化論（欧米）」について，
他の教員で担当するため問題な
い。（22）

西山　徹 初級英語Ⅱ

(46) 中級英語Ⅰ

中級英語Ⅲ

中級英語Ⅳ

中級英語（ＴＯＥＩＣ）Ⅰ

中級英語（ＴＯＥＩＣ）Ⅱ

国際文化論（欧米）　※

兼担 教授 平成21年4月

初級英語Ⅰ

半期履修の実施のため，通年科
目を前期・後期としたことに伴う科
目名称の変更。（21）西浦　公 西浦　公 憲法Ⅳ（人権２）

(60) (61)

兼担 教授 平成21年4月

憲法Ⅲ（人権１）

兼担 教授 平成21年4月

憲法Ⅱ（人権）

ＦＰ概論Ⅰ　※ ＦＰ概論Ⅰ　※

ＦＰ概論Ⅱ　※ ＦＰ概論Ⅱ　※

「リーガル＆コンプライアンス」につ
いて，担当者の変更。（22）

成澤　寛
リーガル＆コンプライ
アンス

成澤　寛兼担 講師 平成21年4月

法律学概説

(37)
現代社会における金
融と法　※

兼担 講師 平成21年4月

法律学概説

(36)
現代社会における金
融と法　※

教育内容に対応した，科目名称
の変更。（22）

中山　秀木 中山　秀木

(38) (39)

兼担 講師 平成22年4月

商法総則・商行為

兼担 講師 平成21年4月

商法Ⅰ（総則・商行為）

半期履修の実施のため，通年科
目を前期・後期としたことに伴う科
目名称の変更。（21）下田　大介 下田　大介 担保物権

(34) (35)

兼担 講師 平成21年4月

物権総論

兼担 講師 平成21年4月

民法Ⅱ（物権）

(48) 民法総則Ⅰ 半期履修の実施のため，通年科
目を前期・後期としたことに伴う科
目名称の変更。（21）民法総則Ⅱ

平成21年4月

民法概説Ⅰ

倉持　弘 民法概説Ⅱ

こころの哲学

思考の論理的形式Ⅰ

思考の論理的形式Ⅱ

兼担 講師兼担 講師 平成21年4月

民法概説Ⅰ

倉持　弘 民法概説Ⅱ

(47) 民法Ⅰ（総論）

兼担 教授 平成21年4月

倫理学Ⅰ

九鬼　一人 倫理学Ⅱ

(50) 科学と哲学

平成22年3月，木下公明教授退職
のため，新規採用。（22）

新津　和典 会社法Ⅱ

(30)

兼担 講師 平成22年4月

会社法Ⅰ

半期履修の実施のため，通年科
目を前期・後期としたことに伴う科
目名称の変更。（21）
退職。（22）

木下　公明 木下　公明 会社法Ⅱ

(73) (74)

兼担 教授 平成21年4月

会社法Ⅰ

文学の概要

文学の読解

兼担 教授 平成21年4月

商法Ⅱ（会社）

中級スポーツ実践

中級スポーツ実践

総合スポーツ実践　※

兼担 教授 平成21年4月

人間学としての文学

越智　悦子 現実世界と文学

(56)

兼担 教授 平成21年4月

健康教育実践

大谷　崇正 健康教育論

(56) 初級スポーツ実践
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平成22年4月，新規採用。（22）

退職により兼任となる。金融政策
Ⅰ・Ⅱ以外の科目はそのまま担
当。（22）

「不動産運用設計論」について，
専門適任者の馬場勉（兼任講師）
に担当者の変更。（21）

マクロ経済学 教育内容に対応した科目名称の
変更（21）

平成22年3月，退職。新たに兼任
講師として採用。「中級英語Ⅰ」に
ついて，他に担当者がいるため，
支障ない。（22）

兼任 平成22年4月

現代社会における金
融と法　※

河野　快晴 ＦＰ概論Ⅰ　※

(62) ＦＰ概論Ⅱ　※

兼担 教授 平成21年4月

こころの科学

濱名　外喜男 適応の心理学

(70)

情報システム技術

情報と職業

「情報システム技術」，「情報と職
業」について，担当科目削除。そ
れぞれ他に担当者が１名いるため
支障はない。（21）

西　敏明 経営統計学Ⅱ 西　敏明 経営統計学Ⅱ

(43) 応用情報処理Ⅰ (44) 応用情報処理Ⅰ

財政政策Ⅱ

兼担 教授 平成21年4月

経営統計学Ⅰ

兼担 教授 平成21年4月

経営統計学Ⅰ

教育内容に対応した科目名称の
変更（21）

多田　憲一郎 地域経済論Ⅱ 多田　憲一郎 地域政策Ⅱ

(48) 財政学Ⅰ (49) 財政政策Ⅰ

財政学Ⅱ

コンピュータ処理Ⅱ

兼担 教授 平成21年4月

地域経済論Ⅰ

兼担 教授 平成21年4月

地域政策Ⅰ

Webプログラミング
JAVA

Webプログラミング
JAVA

コンピュータ処理Ⅰ

データベース論 データベース論

応用情報処理Ⅰ

Webプログラミング
HTML

Webプログラミング
HTML

「コンピュータ処理Ⅰ」，「コン
ピュータ処理Ⅱ」について，担当
科目の追加。履修者増加に対応
するため。（21）
「応用情報処理Ⅰ」について，担
当科目の削除。他に担当者が1名
いるため，支障はない。（21）
「物質・エネルギ－の化学」につい
て，担当科目数調整による不開
講。（22）

竹山　象三
物質・エネルギ－の
化学

竹山　象三
物質・エネルギ－の
化学

(58) 情報管理論 (59) 情報管理論

兼担 准教授 平成21年4月

環境保全論

兼担 准教授 平成21年4月

環境保全論

社会調査士資格の科目のため，
担当科目の追加。（21）

(47) (48) 経済統計論Ⅱ

兼担 教授 平成21年4月

市場調査論

佐井　至道 経済統計論Ⅰ兼担 教授 平成21年4月

市場調査論

佐井　至道

ＦＰ概論Ⅱ　※

平成21年4月

准教授

金融論Ⅰ 准教授に昇格（21）
「現代社会における金融と法」，「Ｆ
Ｐ概論Ⅰ」，「ＦＰ概論Ⅱ」につい
て，担当者から除外。他に担当者
がいるため，支障はない。（22）

小塚　匡文 金融論Ⅱ 小塚　匡文 金融論Ⅱ

(35)
現代社会における金
融と法　※

(36)

ＦＰ概論Ⅰ　※

兼担兼担 講師 平成21年4月

金融論Ⅰ

兼担 講師 平成22年4月

ミクロ経済学

小嶋　寿史 中級ミクロ経済学

(32)

兼担 教授 平成21年4月

経済学Ⅰ

喜田　栄次郎 経済学Ⅱ

(61)

平成22年3月，河野快晴教授退職
による，新規採用。（22）

山根　明子 金融政策Ⅱ

(30)

兼担 講師 平成22年4月

金融政策Ⅰ

不動産運用設計論

現代社会における金
融と法　※

教育内容に対応した科目名称の
変更（21）

ＦＰ概論Ⅰ　※ ＦＰ概論Ⅰ　※

ＦＰ概論Ⅱ　※ ＦＰ概論Ⅱ　※

河野　快晴 金融政策Ⅱ兼担 平成21年4月

金融政策Ⅰ

(61)

(65)

兼担

兼担 教授 平成21年4月

金融システム論Ⅰ

(61)
現代社会における金
融と法　※

河野　快晴 金融システム論Ⅱ

兼担 准教授 平成21年4月

経済学Ⅰ

大村　茂 経済学Ⅱ

(57)

中級英語Ⅲ

中級英語Ⅳ 中級英語Ⅳ

兼担 教授 平成21年4月

中級英語Ⅲ

経済原論（マクロ）Ⅱ 梅原　嘉介 中級マクロ経済学教授 平成21年4月

経済原論（マクロ）Ⅰ

(64)

梅原　嘉介

(65)

兼任 平成22年4月

初級英語Ⅰ

井上　省紀 初級英語Ⅱ兼担 教授 平成21年4月

初級英語Ⅰ

(64) 中級英語Ⅰ

井上　省紀 初級英語Ⅱ
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「ＦＰ税制」について，高林宏一准
教授に担当者の変更。（21）

平成22年4月新規採用。「証券化
商品論」について，坂下晃教授よ
り，担当者の変更。（22）川村　雄介

(56)

兼任 平成22年4月

証券化商品論

教育内容に対応した，科目名称
の変更，及び担当者（海宝賢一
郎，平野敦之，樗木裕伸，田中卓
也兼任講師）の変更。（22）海宝　賢一郎

金融資産運用・不動
産Ⅱ※

(43)
ライフプランニングと
資金計画・リスク管理
Ⅱ※

相続・事業承継※

ＦＰ金融資産運用
※

兼任 平成21年4月

タックスプランニング
※

左欄の※の科目について，オムニ
バス形式（高林宏一，海宝賢一
郎，堀実，平野敦之，樗木裕伸，
田中卓也兼任講師）に担当者の
変更。（21）

(41)
ＦＰﾘｽｸ管理・不動産
Ⅱ

(42)
ＦＰリスク管理・不動
産Ⅱ　※

ＦＰライフプランニン
グと資金計画　※

兼任 平成21年4月海宝　賢一郎
ＦＰライフプランニン
グと資産運用Ⅱ　※

兼任 平成21年4月

ＦＰ税制

海宝　賢一郎
ＦＰﾗｲﾌﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞと
資産運用Ⅱ

教育内容に対応した，科目名称
の変更，及び担当者（海宝賢一
郎，平野敦之，樗木裕伸，田中卓
也兼任講師）の変更。（22）

樗木　裕伸
金融資産運用・不動
産Ⅱ※

(40)
ライフプランニングと
資金計画・リスク管理
Ⅱ※

相続・事業承継※

兼任 平成21年4月

タックスプランニング
※

左欄の※の科目について，オムニ
バス形式（高林宏一，海宝賢一
郎，堀実，平野敦之，樗木裕伸，
田中卓也兼任講師）に担当者の
変更。（21）

ＦＰライフプランニン
グと資金計画　※

ＦＰ金融資産運用　※

平成21年4月 ＦＰリスク管理・不動
産Ⅱ　※

「ＦＰ技能論Ⅰ」，「ＦＰ技能論Ⅱ」
について，高林宏一准教授に担
当者の変更。（21）

樗木　裕伸 樗木　裕伸

(38) (39)
ＦＰライフプランニン
グと資産運用Ⅱ　※

兼任兼任 平成21年4月

ＦＰ技能論Ⅰ

ＦＰ技能論Ⅱ

兼任 平成21年4月

税務会計論Ⅰ

内田　浩徳 税務会計論Ⅱ

(29)

兼任 平成21年4月

生涯学習概論　　　　

生住　昭人

(73)

兼任 平成21年4月

文学を考える

石井　敏弘 文学と時代

(46)

兼任 平成21年4月

日本経済史Ⅰ

天野　雅敏 日本経済史Ⅱ

(60)

兼担 教授 平成21年4月

社会保障論Ⅰ

山下　隆資 社会保障論Ⅱ

(67)

教育内容に対応した科目名称の
変更（21）

山下　賢二 経済原論（マクロ）Ⅱ 山下　賢二 中級マクロ経済学

(37) (38)

兼担 講師 平成21年4月

マクロ経済学

経済史概論Ⅱ

西洋経済史Ⅰ

西洋経済史Ⅱ

兼担 講師 平成21年4月

経済原論（マクロ）Ⅰ

兼担 講師 平成21年4月

西洋史Ⅰ

両角　成広 西洋史Ⅱ

(50) 経済史概論Ⅰ

教育内容に対応した科目名称の
変更（21）

福田　亘 経済原論（ミクロ）Ⅱ 福田　亘 中級ミクロ経済学

(65) (66)

兼担 教授 平成21年4月

ミクロ経済学

兼担 教授 平成21年4月

経済原論（ミクロ）Ⅰ
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平成22年3月，退職。後任選定
中。（22）

兼任 平成21年4月

ビジネス・デザイン論

竹本　昌和

(30)

中級英語Ⅳ

西山　徹（教授）退職により，「中級
英語Ⅲ」，「中級英語Ⅳ」の担当を
追加。（22）仁宮　民江 上級英語（ＴＯＥＩＣ）Ⅰ 仁宮　民江 上級英語（ＴＯＥＩＣ）Ⅰ

(61) 上級英語（ＴＯＥＩＣ）Ⅱ (62) 上級英語（ＴＯＥＩＣ）Ⅱ

中級英語Ⅲ

兼任 平成21年4月

中級英語Ⅰ

情報処理概論Ⅱ

兼任 平成21年4月

中級英語Ⅰ

兼任 平成21年4月

コンピュ－タ処理Ⅰ

中村　健 コンピュ－タ処理Ⅱ

(55) 情報処理概論Ⅰ

教育充実のため，担当予定科目
を21年4月から専任の于琳講師が
担当。（21）富永　悦夫 国際企業論Ⅱ(各論）

(72)

兼任 平成21年4月

国際企業論Ⅰ(総論）

平成21年3月，次田圭介兼任講
師，病気療養のため就任辞退。そ
れに伴い，吉原睦兼任講師新規
採用。（21）

次田　圭介 民俗学Ⅱ 吉原　睦 民俗学Ⅱ

(71) （40）

兼任 平成21年4月

民俗学Ⅰ

兼任 平成21年4月

民俗学Ⅰ

教育内容に対応した，科目名称
の変更，及び担当者（海宝賢一
郎，平野敦之，樗木裕伸，田中卓
也兼任講師）の変更。（22）
　「法人税法」，「相続・贈与税法」
について，下谷直兼任講師へ担
当者の変更。（22）

田中　卓也
金融資産運用・不動
産Ⅱ※

(45)
ライフプランニングと
資金計画・リスク管理
Ⅱ※

相続・事業承継※

相続・贈与税法 相続・贈与税法

兼任 平成21年4月

タックスプランニング
※

ＦＰライフプランニン
グと資金計画　※

左欄の※の科目について，オムニ
バス形式（高林宏一，海宝賢一
郎，堀実，平野敦之，樗木裕伸，
田中卓也兼任講師）に担当者の
変更。（21）

ＦＰ金融資産運用
※

所得税法

法人税法 法人税法

平成21年4月

ＦＰライフプランニン
グと資産運用Ⅱ　※

「所得税法」について，下谷直兼
任講師に担当者の変更。（21）

田中　卓也 田中　卓也
ＦＰリスク管理・不動
産Ⅱ　※

(44) (44)

兼任 平成21年4月 兼任

兼任 平成21年4月

ビジネス・デザイン論

竹本　昌和

(29)

兼任 平成22年4月

初級英語Ⅰ 西山　徹（教授）退職による新規採
用。（22）

角南　京子 初級英語Ⅱ

（46） 中級英語Ⅲ

中級英語Ⅲ

兼任 平成21年4月

法人税法 平成22年4月，「相続・贈与税
法」，「法人税法」について，田中
卓也兼任講師から担当者の変
更。（22）

下谷　直 相続・贈与税法

(35)

兼任 平成21年4月

所得税法 平成２１年４月，新規採用。所得税
法について，田中卓也兼任講師
から担当者の変更。（21）

下谷　直

（34）

兼任 平成21年4月

サービス経営論

清水　真 サービス産業論

(36)

平成22年4月，病気が治癒したた
め，再度採用。（22）

島津　渡 人間生物学Ⅱ

(58)

兼任 平成22年4月

人間生物学Ⅰ

平成21年3月，病気療養のため就
任辞退。後任未定。

島津　渡 人間生物学Ⅱ 後任未定

(57)

兼任 平成21年4月

人間生物学Ⅰ

兼任 平成21年4月

コンピュ－タ処理Ⅰ

佐々木　直樹 コンピュ－タ処理Ⅱ

(37)

兼任 平成21年4月

人権教育

佐々木　三郎

(70)

兼任 平成21年4月

地理Ⅰ

北村　修二 地理Ⅱ

(59)
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半期履修の実施のため，通年科
目を前期・後期としたことに伴う科
目名称の変更。（21）吉岡　伸一 吉岡　伸一 債権総論Ⅱ

(55) (57)

兼任 平成21年4月

債権総論Ⅰ

兼任 平成21年4月

民法Ⅲ（債券総論）

兼任 平成21年4月

社会学概論Ⅰ

山川　基 社会学概論Ⅱ

(61)

兼任 平成21年4月

流通政策論Ⅰ

矢吹　雄平 流通政策論Ⅱ

(44)

西山　徹（教授）退職による新規採
用。（22）

水川　弘之 初級英語Ⅱ

(61) 中級英語Ⅰ

中級英語Ⅲ

中級英語Ⅳ

兼任 平成22年4月

初級英語Ⅰ

兼任 平成21年4月

コンピュ－タ処理Ⅰ

水田　雅明 コンピュ－タ処理Ⅱ

(72) 視聴覚メディア論

兼任 平成22年4月

ＦＰリスク・リタイアメン
トプランニング

「ＦＰﾘｽｸ管理」について，教育内
容に対応した，科目名称の変更。
その他の科目については，他に担
当者がいるため担当から削除。
（22）
「ＦＰリスク・リタイアメントプランニン
グ」については，受講対象者が少
人数のため，未開講。（22）

堀　実

(39)

ＦＰﾘｽｸ管理 ＦＰﾘｽｸ管理

平成21年4月

ＦＰライフプランニン
グと資産運用Ⅱ　※

左欄の※の科目について，オムニ
バス形式（高林宏一，海宝賢一
郎，堀実，平野敦之，樗木裕伸，
田中卓也兼任講師）に担当者の
変更。（21）

堀　実 堀　実
ＦＰリスク管理・不動
産Ⅱ　※

(37)
ＦＰﾗｲﾌﾌﾟﾗﾝﾆﾝｸﾞと
資金計画

(38)
ＦＰライフプランニン
グと資金計画　※

ＦＰ金融資産運用　※

兼任 平成21年4月 兼任

兼任 平成21年4月

タックスプランニング
※

教育内容に対応した，科目名称
の変更，及び担当者（海宝賢一
郎，平野敦之，樗木裕伸，田中卓
也兼任講師）の変更。（22）平野　敦之

金融資産運用・不動
産Ⅱ※

(42)
ライフプランニングと
資金計画・リスク管理
Ⅱ※

相続・事業承継※

ＦＰ金融資産運用
※

ＦＰタックスプランニ
ング

ＦＰタックスプランニ
ング

ＦＰ相続・事業継承 ＦＰ相続・事業継承

平成21年4月

ＦＰライフプランニン
グと資産運用Ⅱ　※

左欄の※の科目について，オムニ
バス形式（高林宏一，海宝賢一
郎，堀実，平野敦之，樗木裕伸，
田中卓也兼任講師）に担当者の
変更。（21）

「ＦＰタックスプランニング」，「ＦＰ相
続・事業継承」未開講。（22）

平野　敦之 平野　敦之
ＦＰリスク管理・不動
産Ⅱ　※

(41) (41)
ＦＰライフプランニン
グと資金計画　※

兼任 平成21年4月 兼任

兼任 平成22年4月

リーガル＆コンプライ
アンス

平成22年4月，新規採用。「リーガ
ル＆コンプライアンス」について，
成澤寛講師から担当者の変更。
（22）

平田　公一

（50）

平成２１年４月，新規採用。不動産
運用設計論について，河野快晴
教授から担当者の変更。（21）
「不動産運用設計論」について
は，隔年開講に変更のため未開
講。（22）

馬場　勉

（68）

兼任 平成21年4月

不動産運用設計論
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　　　　及び今後の採用計画を「備考」に記入してください。

　　　　変更後の状況を記入するとともに，その理由，後任者が決まっていない場合は，「変更状況」の「氏名」に「後任未定」と記入し，

［ △1 ］ ［　1　］（ 15 ） （　4　） （　2　） （　0　） （　21　） （　0　）

0 21

［　0　］ ［　21　］

0 21

［　0　］

04

（注）・設置届出書の様式第３号（その２の１）に準じて作成してください。

　　　・　辞任者は「備考」に退職年月，氏名，理由を記入してください。

　　　・　年齢は，就任年度に関わりなく，「届出時の計画」には開設時現在の満年齢を，「変更状況」には平成２２年５月１日

　　　　現在の満年齢を記入してください。

　　　　　なお，当該設置に係る学部，学科等に所属しない教員であって，全学共通，学部共通などの授業科目を担当する教員組織に

　　　　所属している場合は，〈表題〉を「共通」とし，表を分けて作成してください。

　　　・　後任が決まっていない場合には，「後任未定」と記入してください。

変　　更　　状　　況届　出　時　の　計　画
備　　　　　考

講　師 助　教 計

3

［　0　］

0

　　　　計画との増減数を記入してください。（記入例：１名減の場合：△１）

助　手計 助　手 教　授 准教授教　授

32 15

　　　・　教員を学年進行中に変更した又は変更する予定の場合（「新規採用」，「担当授業科目の変更」又は「昇格」をいう。）は，

（注）・「届出時の計画」には，届出時に予定されていた完成時の人数を記入するとともに，（　）内に開設時の状況を記入し，

　　　　「変更状況」には，平成２２年５月１日現在（就任予定の者を含む）の状況を記入するとともに，［　］内に届出時の

准教授 講　師 助　教

（２） 専任教員数

15
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（４） 専任教員交代に係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

（注）・上記（３）の教員の辞任等による学生の履修等への影響に関する「大学の所見」及び「学生への周知方法」を記入してください。

（注）・届出時の計画からの専任教員の辞任等の理由について，可能な限り具体的に記入してください。

２

３

担当科目である「原価計算論Ⅰ・Ⅱ」，「管理会計論Ⅰ・Ⅱ」については，井上信一兼任講師へ，「工業簿記Ⅰ」，「工業簿記Ⅱ」については，市村巧教授（専
任）へ担当者を変更している。「財務管理論Ⅰ」，「財務管理論Ⅱ」については配当年次（平成２３年度以降）に達していないため，次年度までに後任を選定
する。「会計学特殊講義」については，配当年次（平成２３年度以降）に達しておらず，またオムニバス形式であるため，次年度までに担当者を検討する。こ
れらの変更については，時間割・学生便覧の各冊子およびＷeb上に掲載し，周知を図っており，履修の上で混乱は生じない。また，年度始め学科別オリエ
ンテーションで履修指導を実施した。（22）

職　位

准教授

番　号

１

専任教員氏名

森本　和義

（３） 専任教員辞任等の理由

辞任（就任辞退を含む）等の理由

他大学へ転出のため（22）
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区　　　分 留　意　事　項 履　行　状　況
未履行事項について

の実施計画

設置計画履行状況 該当なし

調　　 査　　 時

（22年1月）

（注）・「設置計画履行状況調査時」には，当該設置計画履行状況調査の結果，付された留意事項

６　留意事項に対する履行状況等

　　　・　該当がない場合には，「該当なし」と記入してください。

　　　　に対する履行状況等について，具体的に記入するとともに，その履行状況等を裏付ける資料を

　　　　添付してください。

　　　・　入学定員超過に係る留意事項への履行状況については，指摘を受けた学科等についてのみ記

　　　　入してください。
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届　出　時　の　計　画 変更内容・状況，今後の見通しなど

ア　設置の趣旨及び必要性 ア　設置の趣旨及び必要性

　　　変更なし

イ　学部，学科等の特色 イ　学部，学科等の特色

　　　変更なし

ウ　学部，学科等の名称及び学位の名称 ウ　学部，学科等の名称及び学位の名称

  　　変更なし

エ 教育課程の編成の考え方及び特色 エ 教育課程の編成の考え方及び特色

  　　変更なし

オ 教員組織の編成の考え方及び特色 オ 教員組織の編成の考え方及び特色

 ①教員構成  ①教員構成

　教授12名　准教授6名　講師1名 　学生の教育充実を図るため，専任教員として教授1名，講
師1名を採用した。また，内部審査により准教授2名が教授に
昇格した。
　平成21年度末に准教授1名が退職し、平成22年度4月に講師
1名を採用した。

カ 教育方法，履修指導方法及び卒業要件 カ 教育方法，履修指導方法及び卒業要件

 ①履修可能単位数及び進級基準（年1回履修）  ①履修可能単位数及び進級基準（年2回履修）

 1年次は，32単位以上50単位以下，2・3年次は，32単位以上
52単位以下とし，4年次は，無制限としている。また進級基
準を2年次から3年次への進級では，2年次までに56単位
（52+4）（教養演習が修得済み）とする。

　セメスター制を実施するため，1年次～3年次は，前期・後
期の各期で履修可能単位数を16単位以上24単位以下とし，4
年次は，前期・後期とも無制限とした。また，それにあわせ
て進級基準を2年次から3年次への進級において，2年次まで
に52単位（24×2+4）以上取得（教養演習が修得済み）する
ことを条件とした。

 ②開講科目数  ②開講科目数

教養科目 98科目，専門科目 188科目，キャリア科目 3科目 　下記理由により，教養科目を１科目，専門科目を９科目
（平成21年度7科目、平成22年度2科目）追加した。
（ア）セメスター制を実施するため通年４単位科目を前期・
後期２単位科目に分割。

（イ）社会調査士資格取得のための科目追加

（ウ）幅広い学習機会を提供するための科目追加

　

キ 施設，設備等の整備計画 キ 施設，設備等の整備計画

 (a） 校地，運動場の整備計画  (a)校地，運動場の整備計画

　　　変更なし

 (ｂ）校舎等の施設の整備計画  (b)校舎等の施設の整備計画

　　　変更なし

 （ｃ）図書館の資料及び図書館の整備計画  (c)図書館の資料及び図書館の整備計画

　電子ジャーナルの整備を予定しない。 　平成22年開設予定である博士課程設置申請の過程におい
て，電子ジャーナル整備の必要性について文部科学省から指
導を受けたため、整備した。

ク 入学者選抜の概要 ク 入学者選抜の概要

（１） 設置計画変更事項等

７　その他全般的事項

＜経営学部　経営学科＞

【教養科目】
　1.法学（日本国憲法2単位を含む）　⇒　法学Ⅰ，法学
Ⅱ（日本国憲法を含む）
【専門科目】
　1.憲法Ⅱ（人権）⇒憲法Ⅲ（人権１），憲法Ⅳ（人権
２）
　2.民法Ⅰ（総論）⇒民法総則Ⅰ・Ⅱ
　3.民法Ⅱ（物権）⇒物権総論，担保物権
　4.民法Ⅲ（債権総論）⇒債権総論Ⅰ・Ⅱ
　5.商法Ⅱ（会社）⇒会社法Ⅰ・Ⅱ

【専門科目】　経済統計論Ⅰ・Ⅱ

【教養科目】
　1.法学（日本国憲法2単位を含む）⇒法学Ⅰ，法学Ⅱ（日本国憲法
を含む）（平成21年度）
【専門科目】
　1.憲法Ⅱ（人権）⇒憲法Ⅲ（人権１），憲法Ⅳ（人権２）（平成21年度）
　2.民法Ⅰ（総論）⇒民法総則Ⅰ・Ⅱ（平成21年度）
　3.民法Ⅱ（物権）⇒物権総論，担保物権（平成21年度）
　4.民法Ⅲ（債権総論）⇒債権総論Ⅰ・Ⅱ（平成21年度）
　5.商法Ⅱ（会社）⇒会社法Ⅰ・Ⅱ（平成21年度）
　6.税法⇒税法Ⅰ・Ⅱ（平成22年度）
　

【専門科目】　経済統計論Ⅰ・Ⅱ（平成21年度）

【専門科目】　観光振興論特殊講義（平成22年度）
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　　　変更なし

コ 企業実習や海外語学研修など学外実習を実施する場合
は，その具体的計画

コ 企業実習や海外語学研修など学外実習を実施する場合
は，その具体的計画

　　　変更なし

シ 編入学定員を設定する場合は，その具体的計画 シ 編入学定員を設定する場合は，その具体的計画

　　　変更なし

チ 管理運営 チ 管理運営

　　　変更なし

ツ 自己点検・評価 ツ 自己点検・評価

　　　変更なし

テ 情報の提供 テ 情報の提供

　　　変更なし

ト 教員の資質の維持向上の方策 ト 教員の資質の維持向上の方策

　　　変更なし

その他 その他

 ①納付金  ①納付金

　入学金 20万円，授業料 62万円，教育充実費 34万円 　大学教育の質の更なる向上とあわせ,財政状況の改善を図
るため，平成22年4月入学生から，入学金を2万円，授業料を
4万円値上げし，教育充実費を2万円値下げした。

 　・新任教職員のための研修会

　ｂ　実施方法

　ｂ委員会の開催状況

　自己点検・評価委員会は年3回程度開催されているが，いずれも必要構成教員が参加し，定足数を満たしている。

 　・授業評価アンケートの実施と分析結果の活用

 　・GPAの導入

　ｃ　委員会の審議事項等

　「学士力の確保」「質の保証」に向けて、以下のような事項を審議している。
　(ｱ)学生による授業評価アンケートの質問内容と実施計画
　(ｲ)上記アンケートの実施結果の活用について～「学内ＧＰ」の抽出など～
　(ｳ)当該年度のＦＤ・ＳＤ課題について
　(ｴ)教職員による授業参観評価について

（２） 教員の資質の維持向上の方策（ＦＤ活動含む）

①　実施体制

 　・全学教職員会議（地域社会の変化及び本学の対応についての共通理解を含むＦＤ・ＳＤ）

 ・　全学教職員会議（ＦＤ・ＳＤ）

（注）・　１～６の項目により記入した事項以外で，届出時の計画より変更のあったもの（未実施を含む。）及び

　　　　法令適合性に関して生じた留意すべき事項について記入してください。

　　　・　設置届出書の「設置の趣旨等を記載した書類」の項目に沿って作成し，それ以外の事柄については

　　　　適宜項目を設けてください。（記入例参照）

　ａ　実施内容

②　実施状況

　ａ　委員会の設置状況

　自己点検・評価委員会は，学長を委員長とし，副学長，大学院長，学部長，教学部長，キャリアセンター長，入試部長
で構成され，教育の理念及び目標，教育・学生指導（学生受入状況），教育・学生指導（学生生活の指導），教育・学生
指導（カリキュラムの編成），教育・学生指導（教育指導のあり方），教育学生指導（教授方法の工夫・研究），教育・
学生指導（成績評価・単位の認定），研究活動，教員組織，施設・設備，国際交流，社会との連携，管理運営，自己評価
体制の14項目について，全学的に自己点検評価を行っている。
  平成21年度においても，基準項目について改善・向上策（将来計画）に記述した内容を達成するために、自己点検・評
価委員会で取組を継続している。とくに学士力を確保し大学教育の質の保証に向けて前進した。第１に、同年度から、Ｆ
Ｄ課題を「本学における大学教育の質の保証に貢献する授業の実現～学士課程の到達目標の明確化と学修時間の確保～」
を掲げ、学生による授業評価アンケートの内容を検討し（「授業時間外学修時間」「到達目標の明確化」を追加）、様式
も一新した。第２に、平成21年度よりＧＰＡの導入が実現した。
【別紙 自己点検・評価委員会規程】
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　※授業評価アンケート実施状況

（注）・「①ａ　委員会の設置状況」には，関係規程等を転載又は添付すること。

　　　　「②実施状況」には，実施されている取組を全て記載すること。（記入例参照）

 ・　授業評価アンケートの実施と活用

　4月の辞令交付式後，新任の教職員を集めて2時間程度行っている。副学長や教学部長から，本学の沿革や建学の精神や
教育研究活動全般等について概要的な説明を行っている。研修会用の冊子を作成し，年度ごとに適切な内容に更新を行っ
ている。年度の途中で採用の場合は，その都度，実施している。

　2010年 3月17日　68.3％（教員）　42.6％（職員）　58.1％（全体）

ｃ　開催状況（教員の参加状況含む）

　自己点検・評価委員会において，当該年度のＦＤ課題に基づいて授業評価アンケート内容について検討を行っている。
また実施後は、分析結果を活用するため，全学教職員会議でチェックし、新たな授業改善（アクション）に向けて努力し
ている。

 ・　GPAの導入

　(ｱ)平成19年度より「全学的FD」として全学教職員会議を年4回程度開催し，学長から文部科学省の方針及び動向と私学
協会の活動状況を踏まえた本学の年度方針が明らかにされると共に，「質の保証に向けた取り組み」，副学長から各年度
の取組計画，「学内GP」の決定と報告，成果報告」，「各種外部資金への申請と成果報告」，外部講師を招いての雇用情
勢や就職問題，キャリアカウンセリング等の研修，その他教育研究活動を向上させる様々な情報を提供している。
　(ｲ) 学部教育では，自己点検・評価委員会において授業評価を実施し，評価項目間の関連性分析を行い，講義満足度の
得点を指標として，高得点順に授業担当教員を選出し，講義担当教員を表彰する制度「学内GP(Good Practice)」を4年前
から実施している。そして，「学内GP」に選出された教員が，前期と後期の年2回，教育方法について全学教職員会議で
発表し，教員の教育方法の改善，職員の授業支援についての意識向上に役立てている。

　平成18年度から，実施している。新規採用教員は全員参加を義務付けている。

　教科科目ごとに成績をGPA評価点に変換する方法について検討し，その内容を平成21年度学生便覧に掲載し、導入に踏
み切った。

　ｄ　実施結果を踏まえた授業改善への取組状況

 ・　新任教職員のための研修会

 ・　全学教職員会議（ＦＤ・ＳＤ）

　全学教職員会議の開催状況，参加率（直近4回）は以下の通りである。

　平成20年度前期　　120科目　　　　97.3％　　　　63.6％

　2009年 5月27日　74.0％（教員）　60.7％（職員）　68.9％（全体）

　2009年11月 4日　75.6％（教員）　55.5％（職員）　67.6％（全体）

　2009年12月 9日　82.9％（教員）　42.6％（職員）　66.9％（全体）

　平成21年度後期　　107科目　　　　99.1％　　　　62.5％

 ・　授業評価アンケート

　前期・後期の2回，専任及び兼任教員を対象として実施している。演習・集中講義を除く各期の開講科目（約300科目）
のうち，専任教員は希望する1科目，兼任は教務課で選定した科目をアンケート対象科目としている。教員からのアン
ケートの回答率は，90％台後半であり，学生の回答率は約50～60％で、年々向上している。

　中央教育審議会の平成20年12月の答申に示される「学士課程教育の構築に向けて」の中で「3つの方針」の明確化のた
めに今後，FD活動をさらに推進する。

 ・　GPAの導入

　平成21年度前期から履修科目の成績と共にGPAの点数を表示している。

 ・　新任教職員のための研修会

　平成20年度後期　　117科目　　　　98.2％　　　　54.0％

　平成21年度前期　　113科目　　　　99.1％　　　　67.8％

　　　実施期　　　 対象科目数　 教員回答率　　学生回答率
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③　認証評価を受ける計画

 ・平成26年度に評価機関（財団法人 日本高等教育評価機構）の評価を受けるべく，学内で検討中

　　　　根拠を含めて記入してください。

　　　　　なお，「②　自己点検・評価報告書」については，当該調査対象の組織に関する評価内容を含む報告書につ

 ・平成２０年３月２４日　公表

　ｂ　公表方法

　　　　いて記入してください。

（注）・　届出時の計画の変更（又は未実施）の有無に関わらず記入してください。

　　　　また，「①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見」については，できるだけ具体的な

 ・自己点検・評価報告書を刊行し，本教職員及び関係者（490名），岡山県内高等学校（約100校），近隣及び関係大学
（47校），行政（6機関），経済団体（6団体），地域社会（1部），県内マスコミ（18社），その他関係機関（2機関）へ
配布

①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見

②　自己点検・評価報告書

　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見
設置の趣旨・目的については、届け出内容に沿って各項目の活動を推進しており、順調に進んでいると考える。
　ただ、講義科目については、セメスター制の完全実施に向け、通年科目を前期、後期科目に２分割することによる科目
の増加と元の科目の廃止とが法学部、経済学部で行われている。また、平成21年度末に1名の教員が退職したが、経営学
科の教育研究分野の充実のために3名（平成21年度2名、平成22年度１名）の教員補充を行っている。
　図書館の蔵書については、電子ジャーナルを２件導入した。

　ａ　公表（予定）時期

（３） 自己点検・評価等に関する事項
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　d　上記で「承諾する」を選んだ場合、そのリンク先のアドレス

（http://syllabus.osu.ac.jp/perl/web/budget.pl?&mode=list&Web_page_id=123000004&Budget_category_id=336）

　ａ　ホームページに公表の有無　　　　　　　　　（　　　有　　　・　　　無　　　）

　ｂ　公表予定時期　　　　　　　　　　　　　　　（　２０１１年　２月　　１５日　　）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   ※文部科学省の結果公表にあわせて公表

　ｃ　文部科学省ホームページから、貴学ホームページの「設置計画履行状況報告書」掲載ページへのリンク

（４） 情報提供に関する事項

○　設置計画履行状況報告書

　　　　トップページではなく直接リンクする先を「ｄ」に記入してください。

（注）・「ｃ」において「承諾する」場合，文部科学省のホームページにてリンク先を掲載しますので，大学等の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　承 諾 す る　・　承諾しない　）

　　　　　なお，「ｄ」のリンク先のアドレスが未定の場合は，決まり次第，文部科学省高等教育局大学設置室あてに，

　　　　メールにてご報告ください。

　　　　　※大学設置室メールアドレス ： d-secchi@mext.go.jp
　　　　　　　件名は「【調査係あて】AC報告書等HPリンク先（○○大学）」としてください。
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   〇岡山商科大学自己点検・評価委員会規程 

 

（平成５年６月３日 制定） 

改正 

平成 ８年 ３月２９日    平成１０年 ３月２７日 

平成１２年 ３月３０日    平成１２年 ７月３１日 

平成１３年 ６月２６日    平成１４年 ４月１９日 

平成１７年 ４月 ８日    平成１８年 ５月 ２日 

２００９年 ４月２１日    ２００９年 ９月１８日 

 

 （趣旨） 

第１条 この規程は，岡山商科大学学則第２条第３項の規定に基づき，岡山商

科大学自己点検・評価委員会（以下「委員会」という。）に関し，必要な事項を

定める。 

 （委員会の所掌） 

第２条 委員会は，岡山商科大学（以下「本学」という。）の組織的，継続的か

つ自主的な自己点検・評価の実施を期するため，次の各号に掲げる事項を所掌

する。 

(1) 岡山商科大学自己点検・評価項目一覧（別表。以下「自己点検・評価項目

一覧」という。）に掲げる項目を見直すこと。 

(2) 自己点検評価の基本的実施方針を策定すること。 

(3) 前号の策定において，自己点検・評価項目一覧に従った包括的な自己点

検・評価の実施を回避すべき事情があると認められる場合は，自己点検評価項

目一覧中重点的に実施する項目区分及び項目を定めること並びにその主要な実

施方法を策定し，これを実施すること。 

(4) 自己点検・評価の実施結果を総括し，報告書として取りまとめたうえ，当

該報告書又はその概要書を本学教職員等へ公表すること。 

(5) 前号の公表に並行して，自己点検・評価の実施結果を本学の教育研究，運

営等に反映させる主要な方策等を提案すること。 

(6) その他自己点検・評価の実施に関し，必要と認められること。 

 （実施の周期） 

第３条 前条第１号に定める見直しは，原則として毎年度ごと，同条第２号か

ら第５号までに定める策定等は，原則として２年ごとを目途として実施するも

のとする。 

 （教授会等の関係） 

第４条 第２条各号に定める見直し，策定等に当たっては，教授会の議を経た

うえ評議会の承認を求めるものとする。 

 （委員会の構成） 

第５条 委員会は，次の各号に掲げる者を委員として構成し，委員長及び副委

員長を置く。 
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(1) 学長 

(2) 副学長 

(3) 大学院長 

(4) 学部長 

(5)  研究科長 

(6) 教学部及び入試部の各部長，キャリアセンター長 

(7) 各学科から推薦された者各１名 

(8) 事務局長 

(9) 総務企画課長 

２ 委員長は学長をもって充てるものとし，副委員長は委員長が委員の中から

指名する。 

３ 第１項第７号で任命された者の任期は，２年とする。ただし，再任を妨げ

ない。 

４ 前項の委員の任期中に欠員を生じた場合における補欠の委員の任期は，前

任者の残任期間とする。 

 （委員会の運営） 

第６条 委員会は，委員長が招集し，議長となる。 

２ 委員長に事故あるときは，副委員長がその職務を代行する。 

３ 会議は，委員の３分の２以上の出席をもって成立するものとし，議決を要

する場合の議事は，出席委員の過半数をもって決するものとし，可否同数のと

きは議長の決するところによる。 

４ 委員会は，必要があると認める場合は委員以外の教職員の出席を求め，意

見及び説明を聞くことができるものとする。 

 （実施委員会の設置，所掌） 

第７条 削除 

 （実施委員会の構成） 

第８条 削除 

 （実施委員会の運営） 

第９条 削除 

 （合同会議） 

第１０条 削除 

 （小委員会） 

第１１条 委員会は，自己点検・評価が自己点検・評価項目一覧に掲げる項目

区分のほとんどに及ぶ実施の場合又は第２条第３号に定めるところにより特定

の項目区分及び項目に係る重点的実施に当たり必要と認める場合は，それぞれ

自己点検・評価実施小委員会（以下「小委員会」という。）を設けることができ

るものとする。 

２ 小委員会の委員は，自己点検・評価を実施する項目区分に関係する部門等

の教職員の中から，学長がこれを任命する。 

３ 小委員会の委員の任期は，当該小委員会の解散をもって終了するものとし，

39



               

その解散は，当該小委員会が実施した自己点検・評価の報告書を取りまとめて

委員会に提出したときとする。ただし，小委員会の委員であった者は，委員会

から照会等があるときは，退任後にあってもこれに応じなければならない。 

４ 委員会は，小委員会を設置した場合は前各項に定めるもののほか，必要に

応じて小委員会に係る運営細則を定めるものとする。 

 （事務処理） 

第１２条 委員会の事務は，総務企画課で処理する。ただし，特定の項目区分

又は項目に係る自己点検・評価を実施する場合の事務及び小委員会の事務は，

当該実施に係る項目区分又は項目に主として関係する部門の課等で処理する。 

 （改廃） 

第１３条 この規程の改廃は，委員会の意見を聞き，教授会の議を経たうえ，

評議会の承認を得て行う。 

   附 則 

 この規程は，平成５年６月３日から施行する。 

   附 則 

 この規程は，平成８年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この規程は，平成１０年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この規程は，平成１２年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この規程は，平成１２年８月１日から施行する。 

   附 則 

 この規程は，平成１３年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この規程は，平成１４年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この規程は，平成１７年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この規程は，平成１８年４月１日から施行する。 

附 則 

 この規程は，２００９年４月１日から施行する。 

附 則 

 この規程は，２００９年９月１日から施行する。 
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別表 

岡山商科大学自己点検・評価項目一覧 

項目区分 項 目 

教育の

理念及び目標 

①大学の教育理念・目標 

②各学部の教育目標 

③各学部の教育計画（長・中・短期） 

教育・学生指導

学生受入状況 

①学生募集・入学者の選考 

②推薦入学等の特別入試 

③編入学・再入学 

④留学生入試 

⑤帰国子女入試 

⑥社会人入試 

⑦附属高校志望者の取り扱

い 

⑧科目等履修生の受入れ 

⑨学生収容定員と在籍学生

数の比率 

⑩入学者の概要 

教育・学生指導 

－学生生活

の指導－ 

①学習情報の提供（オリエン

テーション・カウンセリン

グ等） 

②学生生活状況（課外活動）

③学生生活状況（経済生活）

④学生生活状況（学習・余暇

等） 

⑤学生援助状況（課外活動・

奨学金） 

⑥学生指導の体制 

⑦留学生の指導体制 

⑧学生父母との連絡体制 

⑨学生の健康管理体制 

教育・学生指導 

－カリキュラム

の編成－ 

①カリキュラム編成と教育理念・目標の対応 

②教養科目とカリキュラム体系の関係 

③外国語教育とカリキュラム体系の関係 

④保健体育教育とカリキュラム体系の関係 

⑤専門教育とカリキュラム体系の関係 

⑥カリキュラムの編成・見直しの体制 

⑦カリキュラムの編成と環境変化 

教育・学生指導 

－教育指導

の在り方－ 

①年間授業計画の作成状況 

②履修指導の実施状況 

③クラスの定員と編成方法 

④教員１人当たりの授業時

間数 

⑤授業科目担当者間の授業

内容の調整 

⑥教養演習指導の検討 

⑦研究演習指導の検討 

⑧実習の実施状況 

⑨他学部・他学科聴講の制度

と状況 

⑩転学部・転学科の制度と状

況 

⑪他大学との単位互換の制

度と状況 

⑫進級（留年・休学・退学）

及び進路の状況 

⑬学生の授業評価の方法と

そのフィードバック 

教育・学生指導 

－教授方法の

工夫・研究－ 

①各授業科目の特質と授業形態 

②各分野・コースにおける授業方法の開発改善状況 

③講義支援機器（視聴覚機材等）の活用状況 

④ティーチング・アシスタント制の導入 
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項目区分 項 目 

教育・学生指導 

－成績評価・ 単

位の認定－ 

①成績評価の方法と実施状況 

②成績評価・単位認定の基準と伝達 

③外国留学者の単位認定制度と状況 

④科目等履修生の単位認定方法と状況 

研 究 活 動 ①個人研究成果の発表状況 

②学会活動への参加状況 

③学内外の役職状況 

④学内共同研究とその発表

状況 

⑤研究助成補助制度の状況 

⑥学外研究援助資金の受入

状況 

⑦国内外の留学研究状況 

⑧研究条件の整備状況 

⑨国内外の学術賞の受賞状

況 

教 員 組 織 ①専任教員・非常勤講師の構

成状況 

②教育助手・研究助手の採用

状況 

③教員の年齢構成 

④教員の出身大学構成 

⑤各種委員会の構成と再検

討 

⑥カリキュラムと教員編成

の対応 

⑦コース制と教員組織の対

応 

⑧教員の長期採用計画 

⑨教員の採用・昇進の基準と

手続 

⑩外国人教員の採用状況 

⑪教員の兼務・兼任・兼担状

況と方針 

⑫教授会の構成とその運営

方式 

施 設 ・ 設 備 ①教育施設の整備状況（図書館） 

②    〃    （教室・自習室・LL等） 

③    〃    （体育館・グラウンド） 

④    〃    （その他） 

⑤研究施設の整備状況（個人研究室） 

⑥    〃    （共同研究室） 

⑦    〃    （研究所） 

⑧課外活動施設の整備状況（クラブ部室・学生会館） 

⑨    〃      （グラウンド・トレーニング施

設等） 

⑩    〃      （宿泊施設） 

⑪    〃      （食堂・購買部） 

⑫    〃      （駐車場・駐輪場） 

⑬    〃      （障害者施設） 

⑭    〃      （健康管理施設） 

国 際 交 流 ①留学生の受入れ状況 

②在学生の外国留学・研修の

状況 

③教員の在外研究・教育の状

況 

④外国研究者の招聘状況 

⑤外国の大学との交流状況 

⑥外国機関との文化・スポー

ツの交流状況 
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項目区分 項 目 

社会との連携 ①公開講座の開設状況 

②社会人の受入れ制度とそ

の状況 

③教員の学外における活動

状況 

④教育・研究における外部意

見の反映 

⑤委託研究の受入れ状況 

⑥地域企業・機関との共同研

究の状況 

⑦地域住民への施設開放の

方針と状況 

⑧外部への広報活動 

管 理 運 営 ①教育・研究の意志決定体制 

②事務組織の編成と検討体制 

自己評価体制 ①自己評価の実施組織 

②教育研究活動等の公表の方針と状況 

③自己評価結果のフィードバック体制 
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